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１【ファンドの運用状況】
以下の運用状況は2010年10月29日現在です。
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
 
（１）【投資状況】

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託受益証券 日本 14,779,063,88224.93

投資証券 モーリシャス 11,803,035,48619.91

親投資信託受益証券 日本 32,435,949,49054.72

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 260,092,552 0.44

合計（純資産総額） 59,278,141,410100.00

 
（２）【運用実績】
①　【純資産の推移】

期別
純資産総額（百万円） 1口当たり純資産額(円)

分配落ち 分配付き 分配落ち 分配付き

第1期末 2006年 4月17日 121,469121,469 1.0329 1.0329

第2期末 2007年 4月16日 144,843145,780 1.4393 1.4493

第3期末 2008年 4月15日 122,374123,133 1.6116 1.6216

第4期末 2009年 4月15日 45,486 45,486 0.7492 0.7492

第5期末 2010年 4月15日 75,967 76,542 1.3208 1.3308

2009年10月末日 74,898 － 1.1180 －

11月末日 71,221 － 1.0968 －

12月末日 76,133 － 1.2019 －

2010年 1月末日 69,501 － 1.1246 －

2月末日 69,049 － 1.1169 －

3月末日 75,938 － 1.2645 －

4月末日 72,176 － 1.2865 －

5月末日 61,678 － 1.1124 －

6月末日 59,731 － 1.0721 －

7月末日 62,111 － 1.1304 －

8月末日 57,990 － 1.0851 －

9月末日 60,649 － 1.1840 －

10月末日 59,278 － 1.2047 －

 
②　【分配の推移】

期 期間 1口当たりの分配金（円）

第1期 2006年 3月 1日～2006年 4月17日 0

第2期 2006年 4月18日～2007年 4月16日 0.0100

第3期 2007年 4月17日～2008年 4月15日 0.0100

第4期 2008年 4月16日～2009年 4月15日 0

第5期 2009年 4月16日～2010年 4月15日 0.0100

当中間期 2010年 4月16日～2010年10月15日 －
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③　【収益率の推移】
期 期間 収益率（％）

第1期 2006年 3月 1日～2006年 4月17日 3.29

第2期 2006年 4月18日～2007年 4月16日 40.31

第3期 2007年 4月17日～2008年 4月15日 12.67

第4期 2008年 4月16日～2009年 4月15日 △53.51

第5期 2009年 4月16日～2010年 4月15日 77.63

当中間期 2010年 4月16日～2010年10月15日 △6.43

(注)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落ち）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計算期間

の直前の計算期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末

基準価額で除して得た数に100を乗じた数です。

 

 
２【設定及び解約の実績】

期 期間 設定口数（口） 解約口数（口）

第1期 2006年 3月 1日～2006年 4月17日 117,872,239,085 276,834,277

第2期 2006年 4月18日～2007年 4月16日 24,432,352,92641,393,605,571

第3期 2007年 4月17日～2008年 4月15日 16,578,467,73541,280,511,888

第4期 2008年 4月16日～2009年 4月15日 8,319,805,07723,540,288,730

第5期 2009年 4月16日～2010年 4月15日 28,734,573,56031,930,439,332

当中間期 2010年 4月16日～2010年10月15日 3,087,125,22510,297,344,963

(注)第1計算期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。
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（参考）ブラジル株式マザーファンド
以下の運用状況は2010年10月29日現在です。
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
 
（１）投資状況

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 イギリス 444,705,178 2.78

 ブラジル 14,973,122,35593.69

 小計 15,417,827,53396.48

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 562,937,896 3.52

合計（純資産総額） 15,980,765,429100.00

 

 
（参考）ロシア株式マザーファンド
以下の運用状況は2010年10月29日現在です。
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
 
（１）投資状況

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 アメリカ 962,209,864 5.85

 マレーシア 83,858,648 0.51

 オランダ 369,984,647 2.25

 スウェーデン 294,772,449 1.79

 アイルランド 838,200,850 5.09

 キプロス 29,451,621 0.18

 ロシア 12,248,784,38274.44

 ケイマン島 216,766,482 1.32

 カザフスタン 878,431,499 5.34

 ジャージー 103,770,868 0.63

 英ヴァージン諸島 12,606,861 0.08

 小計 16,038,838,17197.48

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 415,280,826 2.52

合計（純資産総額） 16,454,118,997100.00

 

 

（参考）チャイナランド株式ファンド（適格機関投資家向け）
以下の運用状況は2010年10月29日現在です。
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
 
（１）投資状況

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 15,495,517,33099.20

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 125,117,789 0.80

合計（純資産総額） 15,620,635,119100.00
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（参考）チャイナランド株式マザーファンド
以下の運用状況は2010年10月29日現在です。
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
 
（１）投資状況

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 バミューダ 165,774,420 1.98

 香港 2,560,472,173 30.66

 台湾 2,282,475,716 27.33

 中国 2,009,529,326 24.06

 ケイマン島 920,614,380 11.02

 ジャージー 63,831,600 0.76

 小計 8,002,697,615 95.81

投資証券 香港 51,065,280 0.61

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 298,754,378 3.58

合計（純資産総額） 8,352,517,273100.00

 

 

（参考）中国Ａ株マザーファンド
以下の運用状況は2010年10月29日現在です。
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
 
（１）投資状況

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 中国 31,131,390,39096.54

投資信託受益証券 香港 829,915,100 2.57

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 285,349,584 0.88

合計（純資産総額） 32,246,655,074100.00

 
 

EDINET提出書類

日興アセットマネジメント株式会社(E12430)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

 5/89



３【ファンドの経理状況】
 

(１)　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和
52年大蔵省令第38号。その後の改正を含みます。）並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定に
より、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号。その後の改正を含みま
す。）に基づき作成しております。
　なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

(２)　当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前中間計算期間（平成21年4月16
日から平成21年10月15日まで）及び当中間計算期間（平成22年4月16日から平成22年10月15日ま
で）の中間財務諸表について、あらた監査法人による中間監査を受けております。
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中間財務諸表
日興ＢＲＩＣｓ株式ファンド
（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

前中間計算期間末
平成21年10月15日現在

当中間計算期間末
平成22年10月15日現在

資産の部

流動資産

コール・ローン 2,497,445,404 1,241,215,326

投資信託受益証券 19,237,246,088 16,258,742,226

投資証券 13,683,425,964 12,109,418,502

親投資信託受益証券 49,240,005,858 33,424,666,061

未収入金 685,879,011 257,958,517

未収利息 － 2,252

流動資産合計 85,344,002,325 63,292,002,884

資産合計 85,344,002,325 63,292,002,884

負債の部

流動負債

未払解約金 2,122,109,115 578,245,428

未払受託者報酬 28,150,259 26,394,778

未払委託者報酬 545,412,242 511,399,963

その他未払費用 4,130,147 4,113,217

流動負債合計 2,699,801,763 1,120,153,386

負債合計 2,699,801,763 1,120,153,386

純資産の部

元本等

元本 72,015,264,281 50,305,538,847

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 10,628,936,281 11,866,310,651

（分配準備積立金） 20,538,255,373 12,694,769,665

元本等合計 82,644,200,562 62,171,849,498

純資産合計 82,644,200,562 62,171,849,498

負債純資産合計 85,344,002,325 63,292,002,884
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

前中間計算期間
自　平成21年 4 月16日
至　平成21年10月15日

当中間計算期間
自　平成22年 4 月16日
至　平成22年10月15日

営業収益

受取利息 543,876 348,540

有価証券売買等損益 27,652,260,516 △4,836,174,630

営業収益合計 27,652,804,392 △4,835,826,090

営業費用

受託者報酬 28,150,259 26,394,778

委託者報酬 545,412,242 511,399,963

その他費用 4,130,147 4,113,217

営業費用合計 577,692,648 541,907,958

営業利益又は営業損失（△） 27,075,111,744 △5,377,734,048

経常利益又は経常損失（△） 27,075,111,744 △5,377,734,048

中間純利益又は中間純損失（△） 27,075,111,744 △5,377,734,048

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

2,295,069,986 △1,492,654,642

期首剰余金又は期首欠損金（△） △15,225,387,134 18,451,961,436

剰余金増加額又は欠損金減少額 2,525,790,489 514,649,088

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

2,525,790,489 －

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

－ 514,649,088

剰余金減少額又は欠損金増加額 1,451,508,832 3,215,220,467

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

－ 3,215,220,467

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

1,451,508,832 －

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 10,628,936,281 11,866,310,651
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（３）【中間注記表】
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

対象期間 前中間計算期間
自 平成21年 4月16日
至 平成21年10月15日

当中間計算期間
自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日

 
項目

有価証券の評価基準及び評価方法 投資信託受益証券
移動平均法に基づき当該投資信託受益
証券の基準価額で評価しております。

投資信託受益証券
 

同左

  投資証券
移動平均法に基づき当該投資証券の基
準価額で評価しております

投資証券
 

同左

  親投資信託受益証券
移動平均法に基づき当該親投資信託受
益証券の基準価額で評価しておりま
す。

親投資信託受益証券
 

同左

 
（中間貸借対照表に関する注記）

前中間計算期間末
平成21年10月15日現在

当中間計算期間末
平成22年10月15日現在

1.期首元本額 60,711,624,357円 1.期首元本額 57,515,758,585円

 期中追加設定元本額 23,079,131,788円  期中追加設定元本額 3,087,125,225円

 期中一部解約元本額 11,775,491,864円  期中一部解約元本額 10,297,344,963円

2.中間計算期間末日における
受益権の総数

72,015,264,281口
2.中間計算期間末日における

受益権の総数
50,305,538,847口

 
（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

前中間計算期間
自 平成21年 4月16日
至 平成21年10月15日

当中間計算期間
自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日

信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一部を委託す
るために要する費用

信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一部を委託す
るために要する費用

94,299,628円 89,208,232円
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（金融商品に関する注記）
 
（追加情報）
前計算期間末より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年3月10日）及び「金融
商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年3月10日）を適用して
おります。
 
金融商品の時価等に関する事項

 
当中間計算期間

自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日

中間貸借対照表計上額、時価及び
その差額

中間貸借対照表計上額は中間期末の時価で計上しているため、その差額はありませ
ん。

時価の算定方法 (1)　有価証券
売買目的有価証券
重要な会計方針に係る事項に関する注記「有価証券の評価基準及び評価方法」
に記載しております。

         (2)　デリバティブ取引
該当事項はありません。

 (3)　上記以外の金融商品　　
短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該金融商
品の時価を帳簿価額としております。　　

金融商品の時価等に関する事項に
ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。

 
（１口当たり情報）

前中間計算期間末
平成21年10月15日現在

当中間計算期間末
平成22年10月15日現在

1口当たり純資産額 1.1476円 1口当たり純資産額 1.2359円
（1万口当たり純資産額） （11,476円）（1万口当たり純資産額） （12,359円）
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（参考）
　当ファンドは「ブラジル株式マザーファンド」「ロシア株式マザーファンド」を主要投資対象として
おり、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、同親投資信託です。なお、同親
投資信託の状況は次の通りです。
　また、当ファンドは「Nikko Asset Management（Mauritius）Ltd クラスＡ」円建投資証券を主要投資
対象としており、中間貸借対照表の資産の部に計上された「投資証券」は同投資証券です。なお、同投資
証券の状況は次の通りです。
　また、当ファンドは「チャイナランド株式ファンド（適格機関投資家向け）」を主要投資対象としてお
り、中間貸借対照表の資産の部に計上された「投資信託受益証券」は、同投資信託です。なお、同投資信託
の状況は次の通りです。
 
１.「ブラジル株式マザーファンド」の状況
なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。
 

ブラジル株式マザーファンド
（１）貸借対照表

  (単位:円)

対象年月日 平成21年10月15日現在 平成22年10月15日現在

科目 金額 金額

資産の部   

流動資産   

預金 247,609,041 292,257,603

コール・ローン 13,633,222 60,273,569

株式 24,919,078,105 16,367,582,031

派生商品評価勘定 174,187 ―

未収入金 362,837,630 118,861,703

未収配当金 20,545,718 15,446,429

未収利息 ― 109

流動資産合計 25,563,877,903 16,854,421,444

資産合計 25,563,877,903 16,854,421,444

負債の部   

流動負債   

派生商品評価勘定 391,718 ―

未払金 184,810,172 ―

未払解約金 136,649,615 110,000,000

流動負債合計 321,851,505 110,000,000

負債合計 321,851,505 110,000,000

純資産の部   

元本等   

元本 15,648,265,805 9,317,901,293

剰余金   

剰余金又は欠損金（△） 9,593,760,593 7,426,520,151

元本等合計 25,242,026,398 16,744,421,444

純資産合計 25,242,026,398 16,744,421,444

負債純資産合計 25,563,877,903 16,854,421,444

 
 

（２）注記表
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

対象期間 自 平成21年 4月16日
至 平成21年10月15日

自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日 項目

1.有価証券の評価基準及び評価方法 株式は移動平均法に基づき、以下のと
おり原則として時価で評価しておりま
す。

株式は移動平均法に基づき、以下のとお
り原則として時価で評価しております。
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  （1）金融商品取引所等に上場されて
いる有価証券
金融商品取引所等に上場されてい
る有価証券は、原則として金融商
品取引所等における計算期間末日
の最終相場（外貨建証券の場合は
計算期間末日において知りうる直
近の日の最終相場）で評価してお
ります。

（1）金融商品取引所等に上場されてい
る有価証券
 

同左

  （2）金融商品取引所等に上場されて
いない有価証券
当該有価証券については、原則と
して、日本証券業協会等発表の店
頭売買参考統計値（平均値）等、
金融商品取引業者、銀行等の提示
する価額（ただし、売気配相場は
使用しない）又は価格提供会社の
提供する価額のいずれかから入手
した価額で評価しております。

（2）金融商品取引所等に上場されてい
ない有価証券
 

同左

  （3）時価が入手できなかった有価証券
適正な評価額を入手できなかった
場合又は入手した評価額が時価と
認定できない事由が認められた場
合は、投資信託委託会社が忠実義
務に基づいて合理的な事由をもっ
て時価と認めた価額もしくは受託
者と協議のうえ両者が合理的事由
をもって時価と認めた価額で評価
しております。

（3）時価が入手できなかった有価証券
 

同左

2.デリバティブ等の評価基準及び
評価方法

為替予約取引
原則としてわが国における計算期間
末日の対顧客先物売買相場の仲値で
評価しております。

為替予約取引
 

同左

3.その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

外貨建取引等の処理基準
「投資信託財産の計算に関する規
則」（平成12年総理府令第133号）
第60条及び第61条にしたがって処理
しております。

外貨建取引等の処理基準
 

同左
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（貸借対照表に関する注記）
平成21年10月15日現在 平成22年10月15日現在

1.期首 平成21年 4月16日1. 期首 平成22年 4月16日

 期首元本額 13,803,001,495円  期首元本額 10,556,654,141円

 期首からの追加設定元本額 4,249,885,569円  期首からの追加設定元本額 662,473,854円

 期首からの一部解約元本額 2,404,621,259円  期首からの一部解約元本額 1,901,226,702円

  
平成21年10月15日現在の元本
の内訳　※

 

 
平成22年10月15日現在の元本の
内訳　※

 

 日興ＢＲＩＣｓ株式ファンド 15,648,265,805円  日興ＢＲＩＣｓ株式ファンド 9,317,901,293円

 　　　　　　計 15,648,265,805円  　　　　　　計 9,317,901,293円

2.本報告書における開示対象
ファンドの中間計算期間末日
における当該親投資信託の受
益権の総数

15,648,265,805口

2. 本報告書における開示対象ファ
ンドの中間計算期間末日におけ
る当該親投資信託の受益権の総
数

9,317,901,293口

※　当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本額
 
（金融商品に関する注記）
 
（追加情報）
前期より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年3月10日）及び「金融商品の時
価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年3月10日）を適用しております。
 
金融商品の時価等に関する事項

 
自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日

貸借対照表計上額、時価及びその
差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はありません。

時価の算定方法 (1)　有価証券
売買目的有価証券
重要な会計方針に係る事項に関する注記「有価証券の評価基準及び評価方法」
に記載しております。

         (2)　デリバティブ取引
該当事項はありません。

 (3)　上記以外の金融商品　　
短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該金融商
品の時価を帳簿価額としております。　　

金融商品の時価等に関する事項に
ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。
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（デリバティブ取引等に関する注記）   
 
　取引の時価等に関する事項   
 
（通貨関連） （単位：円）

区
分

　 平成21年10月15日現在

種　　　類 契　約　額　等 時　　価 評価損益

　  うち１年超

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為替予約取引 　 　 　 　

売建 161,973,141 - 162,315,424 △342,283 
アメリカドル 161,973,141 - 162,315,424 △342,283 
買建 36,973,141 - 37,097,893 124,752 
ブラジルレアル 36,973,141 - 37,097,893 124,752 
　 　 　 　 　
　 　 　 　 　
　 　 　 　 　

合計 198,946,282 - 199,413,317 △217,531 

（注）時価の算定方法    
１．計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価しています。
①計算期間末日において為替予約の受渡日の対顧客先物相場の仲値が発表されている場合は、当該為替予約は当
該仲値で評価しています。  
②計算期間末日において当該日の対顧客先物相場が発表されていない場合は、以下の方法によっています。
・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、発表されている先物相場のうち当
該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算しています。
・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い発表されてい
る対顧客先物相場の仲値を用います。 

２．計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については、計算期間末日の対顧客相場の仲値
で評価しています。  

 
　平成22年10月15日現在
　　該当事項はありません。
 
（１口当たり情報）

平成21年10月15日現在 平成22年10月15日現在
1口当たり純資産額 1.6131円 1口当たり純資産額 1.7970円

（1万口当たり純資産額） （16,131円）（1万口当たり純資産額） （17,970円）
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２.「ロシア株式マザーファンド」の状況
なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。

 
ロシア株式マザーファンド

（１）貸借対照表
  (単位:円)

対象年月日 平成21年10月15日現在 平成22年10月15日現在

科目 金額 金額

資産の部   

流動資産   

預金 702,378,020 221,362,212

コール・ローン 127,458,257 368,165,708

株式 23,890,715,215 16,209,529,148

派生商品評価勘定 36,384 ―

未収配当金 ― 3,252,725

未収利息 ― 668

流動資産合計 24,720,587,876 16,802,310,461

資産合計 24,720,587,876 16,802,310,461

負債の部   

流動負債   

未払金 245,079,377 ―

未払解約金 478,545,572 121,475,762

流動負債合計 723,624,949 121,475,762

負債合計 723,624,949 121,475,762

純資産の部   

元本等   

元本 29,481,312,394 17,468,213,885

剰余金   

剰余金又は欠損金（△） △5,484,349,467 △787,379,186

元本等合計 23,996,962,927 16,680,834,699

純資産合計 23,996,962,927 16,680,834,699

負債純資産合計 24,720,587,876 16,802,310,461
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（２）注記表
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

対象期間 自 平成21年 4月16日
至 平成21年10月15日

自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日 項目

1.有価証券の評価基準及び評価方法 株式は移動平均法に基づき、以下のと
おり原則として時価で評価しておりま
す。

株式は移動平均法に基づき、以下のとお
り原則として時価で評価しております。

  （1）金融商品取引所等に上場されて
いる有価証券
金融商品取引所等に上場されて
いる有価証券は、原則として金融
商品取引所等における計算期間
末日の最終相場（外貨建証券の
場合は計算期間末日において知
りうる直近の日の最終相場）で
評価しております。

（1）金融商品取引所等に上場されてい
る有価証券
 

同左

  （2）金融商品取引所等に上場されて
いない有価証券
当該有価証券については、原則と
して、日本証券業協会等発表の店
頭売買参考統計値（平均値）等、
金融商品取引業者、銀行等の提示
する価額（ただし、売気配相場は
使用しない）又は価格提供会社
の提供する価額のいずれかから
入手した価額で評価しておりま
す。

（2）金融商品取引所等に上場されてい
ない有価証券
 

同左

  （3）時価が入手できなかった有価証券
適正な評価額を入手できなかっ
た場合又は入手した評価額が時
価と認定できない事由が認めら
れた場合は、投資信託委託会社が
忠実義務に基づいて合理的な事
由をもって時価と認めた価額も
しくは受託者と協議のうえ両者
が合理的事由をもって時価と認
めた価額で評価しております。

（3）時価が入手できなかった有価証券
 

同左

2.デリバティブ等の評価基準及び
評価方法

為替予約取引
原則としてわが国における計算期間
末日の対顧客先物売買相場の仲値で
評価しております。

為替予約取引
 

同左

3.その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

外貨建取引等の処理基準
「投資信託財産の計算に関する規
則」（平成12年総理府令第133号）
第60条及び第61条にしたがって処理
しております。

外貨建取引等の処理基準
 

同左
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（貸借対照表に関する注記）
平成21年10月15日現在 平成22年10月15日現在

1.期首 平成21年 4月16日1.期首 平成22年 4月16日

 期首元本額 18,576,281,493円  期首元本額 21,590,878,413円

 期首からの追加設定元本額 16,590,804,794円  期首からの追加設定元本額 2,209,415,305円

 期首からの一部解約元本額 5,685,773,893円  期首からの一部解約元本額 6,332,079,833円

  
平成21年10月15日現在の元本の
内訳　※

 

 
平成22年10月15日現在の元本の内
訳　※

 

 日興ＢＲＩＣｓ株式ファンド 29,481,312,394円  日興ＢＲＩＣｓ株式ファンド 17,468,213,885円

 　　　　　　計 29,481,312,394円  　　　　　　計 17,468,213,885円

2.本報告書における開示対象ファ
ンドの中間計算期間末日におけ
る当該親投資信託の受益権の総
数

29,481,312,394口

2.
本報告書における開示対象ファン
ドの中間計算期間末日における当
該親投資信託の受益権の総数

17,468,213,885口

3.元本の欠損
貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回っており、そ
の差額は5,484,349,467円であります。
　　　　　

3.元本の欠損
貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回っており、そ
の差額は787,379,186円であります。
　　　　　

※　当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本額
 
（金融商品に関する注記）
 
（追加情報）
前期より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年3月10日）及び「金融商品の時
価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年3月10日）を適用しております。
 
金融商品の時価等に関する事項

 
自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日

貸借対照表計上額、時価及びその
差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はありません。

時価の算定方法 (1)　有価証券
売買目的有価証券
重要な会計方針に係る事項に関する注記「有価証券の評価基準及び評価方法」
に記載しております。

         (2)　デリバティブ取引
該当事項はありません。

 (3)　上記以外の金融商品　　
短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該金融商
品の時価を帳簿価額としております。　　

金融商品の時価等に関する事項に
ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。
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（デリバティブ取引等に関する注記）   
 
　取引の時価等に関する事項   
 
（通貨関連） （単位：円）

区
分

　 平成21年10月15日現在

種　　　類 契　約　額　等 時　　価 評価損益

　  うち１年超

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為替予約取引 　 　 　 　

売建 15,924,093 - 15,902,802 21,291 
アメリカドル 15,924,093 - 15,902,802 21,291 
買建 15,924,093 - 15,939,186 15,093 
イギリスポンド 15,924,093 - 15,939,186 15,093 
　 　 　 　 　
　 　 　 　 　
　 　 　 　 　

合計 31,848,186 - 31,841,988 36,384 

（注）時価の算定方法    
１．計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価しています。
①計算期間末日において為替予約の受渡日の対顧客先物相場の仲値が発表されている場合は、当該為替予約は当
該仲値で評価しています。  
②計算期間末日において当該日の対顧客先物相場が発表されていない場合は、以下の方法によっています。
・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、発表されている先物相場のうち当
該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算しています。
・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い発表されてい
る対顧客先物相場の仲値を用います。 

２．計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については、計算期間末日の対顧客相場の仲値
で評価しています。  

 
平成22年10月15日現在
　　該当事項はありません。
 
（１口当たり情報）

平成21年10月15日現在 平成22年10月15日現在
1口当たり純資産額 0.8140円 1口当たり純資産額 0.9549円

（1万口当たり純資産額） （8,140円）（1万口当たり純資産額） （9,549円）
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３.「Nikko Asset Management（Mauritius）Ltd クラスＡ」(以下「同ファンド」といいます。)の状況
なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。
 

　同ファンドはモーリシャス籍円建外国投資法人の投資証券であります。同ファンドは、計算期間（2010
年3月末日に終了する会計期間）が終了し、現地において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠し
た財務書類が作成され、独立の監査人による監査を受けております。
　同ファンドの「財政状態計算書」およびそれに続く「投資主に帰属する純資産変動計算書」などは、委
託会社が同ファンドの投資顧問会社である日興アセットマネジメント シンガポール リミテッドから入
手した平成22年3月末日現在の財務書類の原文の一部を翻訳したものであります。
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Nikko Asset Management (Mauritius) Ltd
財政状態計算書
2010年3月31日現在
 
   単位：日本円
資産    
流動資産    
損益を通じて公正価値評価される金融資産   14,891,097,808
受取債権   650,522,921
現金および現金同等物   215,542,878

資産合計   15,757,163,607

    
資本および負債    
投資主資本－出資者持分   11,619

資本合計   11,619
    
負債    
流動負債    
支払債務   21,336,806

負債（投資主に帰属する純資産を除く）   21,336,806
    
クラスＡ投資証券に帰属する純資産   15,735,815,182

負債および資本合計   15,757,163,607

    
投資証券の発行済残高   13,021,542,753
    

投資証券1口当たり純資産価額   1.2084

 
添付の注記参照
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投資主に帰属する純資産変動計算書
2010年3月31日までの1年間
 
  口数  円
期首現在の投資主に帰属する純資産  13,165,598,539 7,862,730,622
投資証券の発行による受取代金  9,425,081,504 8,004,794,446
投資証券の償却  (9,569,137,290) (9,250,851,163)
証券取引による純増加／（減少）  (144,055,786) (1,246,056,717)
運用による投資主に帰属する純資産の増加／（減少）  -  9,119,141,277

期末現在の投資主に帰属する純資産  13,021,542,753 15,735,815,182

 
出資者持分は発行済みであり変更がないことから、取締役会の意見では資本変動に関する十分な情報は記載されて
おり、したがって、2010年については資本変動計算書を作成していない。
 
添付の注記参照
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財務書類に関する注記
2010年3月31日までの1年間
 
重要な会計方針の要約
 
当該財務書類を作成するにあたって適用された重要な会計方針については以下に開示されている。他に
記載されていない限り、これらの方針は、表示されているすべての年度において継続的に適用されてい
る。
 
(a) 作成基準
 
当該財務書類は、国際財務報告基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して作成されており、かつ、取得原
価の慣行に従い作成され、損益を通じて公正価値評価される金融資産の公正評価により修正されている。
 
IFRSに準拠して財務書類を作成するにあたっては、重要な会計上の見積の使用が要求される。経営陣もま
た、当ファンドの会計方針の適用にあたって判断を行う必要がある。見積および判断は継続的に評価さ
れ、かつ、過去の経験およびその他の要因（状況によって妥当と思われる将来の出来事の予想を含む。）
に基づいている。
 
IFRSに準拠して財務書類を作成するにあたっては、資産および負債の計上金額、財務書類日付現在の偶発
資産および負債の開示、ならびに会計期間における収益および費用の計上金額に影響を与える見積およ
び仮定の使用が要求される。これらの見積は、現在の出来事および行為に対する経営陣の最善の知識に基
づいているものの、実際の結果は、これらの見積と最終的に異なる場合がある。2010年3月31日現在、より
高度な判断または複雑性を含む分野、あるいは仮定および見積が当該財務書類に対して重要な影響を与
える分野はなかった。
 
2009年4月1日以降に実施された基準および既存の基準に対する修正
 
?IAS第1号（改訂）「財務諸表の表示」。改訂された基準では、持分変動計算書の中で損益項目（つまり、
非所有者持分の変動）を表示することを禁じており、非所有者持分の変動は所有者持分の変動とは別に
表示することが必要である。非所有者持分の変動はすべて、1つの収支計算書（包括利益計算書）または
2つの計算書（損益計算書および包括利益計算書）に示すことが要求されている。事業体が比較情報の
再表示または再分類を行う際は、比較期の各期首時点の財政状態計算書を表示するという現行の要求に
加え、当期および比較期の期末時点の財政状態計算書（再表示）を表示することも要求されている。当
ファンドは2009年4月1日からIAS第1号（改訂）を適用し、1つの包括利益計算書を単独で表示する方法
を選択した。当ファンドにはその他の包括利益に属する要素は存在しないため、この改訂基準の採用に
よって当ファンドの収支計算書の表示に重要な変動が生じることはなかった。
 
?IAS第32号（修正）「金融商品：表示」およびIAS第1号（修正）「財務諸表の表示：プット可能な金融
商品および清算時に生じる債務」。修正基準では、プット可能な金融商品、または清算時にのみ事業体の
純資産の比例持分を他者に引き渡す義務を事業体に課す金融商品の要素について、その他すべての商品
に劣後する商品のクラスのすべての金融商品が同一の特性を有している場合など、当該金融商品が特定
の性質を持ち、かつ特定の条件を満たす場合、これを資本に分類することを事業体に要求している。当
ファンドが発行する投資証券の各クラスは、同一とは見なされない特性を持っている。したがって、この
修正の採用は、当ファンドの投資証券の分類にいかなる変更ももたらさなかった。
 
?IAS第39号（修正）「金融商品：認識および測定」。この修正は、2008年5月に公表されたIASBの年次改
善プロジェクトに含まれていた。損益を通じて公正価値評価される金融資産または金融負債（売買目的
で保有されるもの）の定義が修正された。この修正は、一緒に運用されている金融商品のポートフォリ
オに含まれる金融資産または負債に実際の短期的利益確定の証拠がある場合、当初認識時に当該金融資
産または負債が当該ポートフォリオに含まれていることを明確化する。
 
?IFRS第7号（修正）「金融商品：開示」。この修正では、公正価値測定および流動性リスクについての開
示の強化が要求されている。特に、この修正は公正価値測定の階層のレベルごとに公正価値測定を開示
することを要求している。この修正の採用は開示を拡大することにつながるが、当ファンドの財政状態
や運用成績には影響を及ぼさない。
 
2009年4月1日以降に実施されたが当ファンドに関係のない基準、修正および解釈
 
?IAS第23号（修正）「借入費用」
?IAS第39号およびIFRIC第9号（修正）「組込デリバティブ」（2009年6月30日以降に終了するすべての
会計年度に適用）
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?IAS第39号およびIFRS第7号（修正）「金融資産の再分類」
?IFRS第1号（修正）「IFRSの初度適用」およびIAS第27号「連結および個別財務諸表」
?IFRS第2号（修正）「株式報酬」
?IFRS第8号「事業セグメント」
?IFRIC第15号「不動産の建設に関する契約」
?IFRIC第16号「在外営業活動体に対する純投資のヘッジ」
 
現在実施されておらず当ファンドの運営に関係のない基準、修正および解釈
 
基準ならびに既存の基準に対する修正および解釈には、公表されているが実施されていないものがある。
取締役会は現在すべての変更について検討しており、当ファンドに関係のある基準ならびに既存の基準
に対する修正および解釈をそれらが実施される期に適用する。
 
当ファンドに関係する変更は以下のみであり、取締役会は現在、2010年4月1日以降に始まる会計年度の財
務諸表への影響について検討している。
 
?IFRS第9号「金融商品」（2013年1月1日実施）
 
 
(b) 収益の認識
 
配当収入
配当収入は、当ファンドが配当受領権を得た場合に認識される。
 
受取利息
金利収入およびその他の収益は、実効金利法を用いた期間配分基準で認識される。
 
(c) 外貨換算
 
機能通貨および報告通貨
当ファンドの財務書類に含まれる項目は運用を行っている主要な経済環境の通貨（以下、「機能通貨」
という。）を用いて測定される。当財務書類は、当ファンドの機能通貨である日本円で表示されている。
 
取引および残高
外貨取引は、取引日の為替レートを用いて機能通貨に換算される。外貨建取引の決済および期末における
外貨建ての貨幣性資産・負債の換算による為替損益は、包括利益計算書にて認識される。
 
損益を通じて公正価値評価される金融資産のような非貨幣性項目の換算差額は、包括利益計算書におい
て、損益を通じて公正価値評価される金融資産の公正価値のその他の純変動の中で、公正価値損益の一部
として計上される。
 
(d) 金融商品
 
財政状態計算書に計上されている金融商品には、損益を通じて公正価値評価される金融資産、受取および
その他の債権、現金および現金同等物、支払いおよびその他の債務が含まれる。適用されている特定の測
定方法は、各項目に付随している個別方針説明書に開示されている。  
 
(e) 金融商品の相殺
 
認識した金額を相殺するための適法に執行可能な権利が存在する場合、かつ、差額決済をする意思がある
ときまたは資産の実現と負債の決済を同時に行う意思があるとき、金融資産および金融負債は相殺され、
純額が財政状態計算書に計上される。
 
(f) 損益を通じて公正価値評価される金融資産
 
(i) 分類 
 
この区分には2つの下位区分がある。売買目的で保有する金融資産、および設定時点で経営陣によって損
益を通じて公正価値評価される資産として指定される金融資産である。
 
当ファンドは、持分証券への投資を、「損益を通じて公正価値評価される金融資産」として分類してい
る。これらの金融資産は、開始時点で取締役会によって損益を通じて公正価値評価される資産として指定
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された。
 
開始時点で損益を通じて公正価値評価されることを指定された金融資産は、当ファンドの文書化された
投資戦略に従って、運用され、その運用成績は公正価値で評価される。当ファンドの方針は、運用担当者お
よび取締役会が、これらの金融資産に関する情報をその他の関連する金融情報と一緒に公正価値で評価
することである。これらの金融資産は、報告日から12ヵ月以内に実現される見込みである。
 
(ii) 認識および認識の中止
 
金融資産の通常の売買は、取引日、つまり当ファンドが金融資産を購入または売却することを約束した日
に認識される。金融資産は、その投資からキャッシュ・フローを受け取る権利が消滅した場合、または当
ファンドが所有権に係る実質的なすべてのリスクと報酬を移転した場合に認識を終了する。
 
(iii) 評価
 
損益を通じて公正価値評価される金融資産は、当初公正価値で認識される。取引費用は包括利益計算書に
費用計上される。当初認識後、すべての損益を通じて公正価値評価される金融資産は公正価値で評価され
る。「損益を通じて公正価値評価される金融資産」の区分においては、公正価値の変動から生じる損益
は、発生した年度の包括利益計算書の「損益を通じて公正価値評価される金融資産の公正価値に係るそ
の他の純変動額」に計上される。損益を通じて公正価値評価される金融資産に係る配当収入は、当ファン
ドが配当受領権を得た場合に、配当収入として包括利益計算書に認識される。
 
(iv) 見積公正価値
 
活発な市況で取引されている金融資産（上場されて取引されている証券など）の公正価値は、報告日の
取引終了時の時価に基づいている。当ファンドが保有する金融資産で使用されている時価とは、最新の買
呼値である。
 
(g) 受取債権
 
受取債権は当初公正価値で認識され、その後実効金利法を用いて、減損引当金控除後の償却原価で測定さ
れる。債権に係る減損引当金は、当ファンドが当初の債権の条件に従って期限がきたすべての金額を回収
できないという客観的な証拠がある場合に計上される。債務者の深刻な財政難、債務者が倒産または金融
整理となる可能性および支払いの不履行または滞納が、債権が減損したと見なされる指標である。引当金
の金額は、当該資産の帳簿価額と当初の実効金利で割り引いた見積予想キャッシュ・フローの現在価値
との差額である。当該資産の帳簿価額は引当金勘定を使用して減額され、損失金額は包括利益計算書に認
識される。債権が回収不能となった場合、当該債権は債権に係る引当金に対して償却される。以前に償却
してその後回収された金額は包括利益計算書に計上される。 
 
(h) 現金および現金同等物
 
現金および現金同等物とは、手許現金、要求払預金、当初の満期が3ヵ月以内の流動性の高いその他の短期
投資および当座借越である。当座借越は財政状態計算書の流動負債に計上されている。
 
(i) 投資証券
 
投資証券は、保有者の選択により償還可能であり、金融負債として分類されている。
 
投資証券は、いつでも当ファンドの投資主に帰属する純資産価額の比例配分された持分と同額の現金で
当ファンドに対して償還されうる。
 
(j) 投資証券1口当たり純資産価額
 
投資証券1口当たりの純資産は、財政状態計算書に記載された投資主に帰属する純資産を投資証券の期末
現在の発行済口数で除して計算される。
 
(k) ブローカーに対する債権・債務
 
ブローカーに対する債権・債務は、契約したが財政状態計算書日現在でまだ受け渡されていない、売却し
た金融資産の未収金および購入した金融資産の未払金を示している。
 
(l) 当期および繰延所得税
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当期の所得税費用は、現在実施されている税法に基づき計算される。取締役は、該当する税法が解釈の対
象となり、税務当局へ支払う予想金額に基づき積み立てる引当金を設定しなければならないような状況
に備えて、定期的に税務申告に関して採用する税務ポジションを評価している。
 
繰延税金は、税務上の資産・負債と財務書類上での帳簿価額との差から生じる一時的差異として、負債法
を用いて全額が引き当てられている。繰延税金は、報告日に実施されているまたは実質的に実施されてお
り、また関連する繰延税金資産が実現するかまたは繰延税金負債が清算される場合に適用が予想される
税率（および法律）を用いて決定される。 
 
繰延税金資産は、将来の課税所得に関して、一時差異が活用できる範囲に対して利用可能である可能性が
高い場合に認識される。
 
(m) 支払債務
 
支払債務は当初公正価値で認識され、その後実効金利法を用いた償却原価で計上される。
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損益を通じて公正価値評価される金融資産の一覧表
2010年3月31日現在
 

保有株数 銘柄  時価  
純資産に対する
割合（％）

      
 煙草     

700,000ITC Limited  382,600,491 2.43
      
 エンジニアリング     

102,000Bharat Heavy Electrical 506,670,182 3.22
992,500Crompton Greaves  538,142,129 3.42
1,210,136Jaiprakash Associates  376,036,303 2.39
165,000Larsen and Toubro  559,122,718 3.55

   1,979,971,332 12.58
      
 銀行     

282,000Axis Bank  684,532,503 4.35
206,000HDFC Bank  827,600,174 5.26
144,000Housing Development Finance Corp 813,005,108 5.17
580,000ICICI Bank  1,147,894,974 7.29
147,000Bank of Baroda  195,191,702 1.24
950,000Infrastructure Develop. Finance Corp. 317,704,790 2.02

   3,985,929,251 25.33
      
 電子機器     

291,500InfosysTechnology  1,584,445,022 10.07
      
 多角化企業     

835,000Reliance Industries Limited 1,863,807,325 11.84
      
 医薬品     

108,000Divis Laboratories  152,214,053 0.97
      
 エネルギー     

380,000Cairn India  241,333,256 1.53
      
 インフラストラクチャー     

930,000Unitech Limited  142,223,034 0.90
265,000DLF Limited  170,087,720 1.08
495,000IVRCL Infrastructures & Proj 170,734,962 1.09

   483,045,716 3.07
 メディア     

250,000Zee Entertainment Enterprise 139,344,206 0.89
      
 鉄鋼およびその他金属     

470,000Jindal Steel and Power  686,632,146 4.36
194,000Sesa Goa Ltd  189,637,569 1.21
446,000Sterlite Industries (India) 787,657,501 5.01

   1,663,927,216 10.58
      
 その他     

332,000Tata Consultancy SVS Ltd  538,522,216 3.42
400,000Mahindra & Mahindra Limited 449,932,442 2.86
208,000Tata Motors Ltd  327,468,702 2.08
40,000Bajaj Auto Limited  167,456,153 1.06

1,000,000Radico Khaitan Ltd  266,377,293 1.69
1,500,000Exide Industries Ltd  383,982,245 2.44
48,000Grasim Industries Ltd  280,740,889 1.78

   2,414,479,940 15.33
      
 損益を通じて公正価値評価される金融資産合計  14,891,097,808 94.62

 その他資産（資本および負債控除後）  844,717,380 5.38

 純資産  15,735,815,182 100.00
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４．「チャイナランド株式ファンド（適格機関投資家向け）」の状況
　なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。 
 

チャイナランド株式ファンド（適格機関投資家向け）

（１）貸借対照表
  (単位:円)

対象年月日  
平成21年10月15日現在

 
平成22年10月15日現在

科目 金額 金額

資産の部   

流動資産   

コール・ローン 680,015 1,692,014

親投資信託受益証券 20,116,410,122 17,096,978,888

未収利息 ― 3

流動資産合計 20,117,090,137 17,098,670,905

資産合計 20,117,090,137 17,098,670,905

負債の部   

流動負債   

未払受託者報酬 442,207 423,831

未払委託者報酬 663,318 635,751

その他未払費用 189,632 154,592

流動負債合計 1,295,157 1,214,174

負債合計 1,295,157 1,214,174

純資産の部   

元本等   

元本 15,175,407,673 13,796,397,242

剰余金   

剰余金又は欠損金（△） 4,940,387,307 3,301,059,489

(分配準備積立金) 3,383,034,452 2,558,466,282

元本等合計 20,115,794,980 17,097,456,731

純資産合計 20,115,794,980 17,097,456,731

負債純資産合計 20,117,090,137 17,098,670,905
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（２）注記表
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

対象期間  
自 平成21年 4月16日
至 平成21年10月15日

 
自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日

 
項目

有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券
移動平均法に基づき当該親投資信託受
益証券の基準価額で評価しておりま
す。

親投資信託受益証券
 
　　　　　　　同左

 
（貸借対照表に関する注記）

 
平成21年10月15日現在

 
平成22年10月15日現在

1.期首元本額 14,436,608,504円 1.期首元本額 12,425,101,701円

 期中追加設定元本額 6,471,731,251円  期中追加設定元本額 3,194,336,825円

 期中一部解約元本額 5,732,932,082円  期中一部解約元本額 1,823,041,284円

2.本報告書における開示対象
ファンドの中間計算期間末
日における当該投資信託の
受益権の総数

15,175,407,673口

2.本報告書における開示対象
ファンドの中間計算期間末日
における当該投資信託の受益
権の総数

13,796,397,242口

 
（金融商品に関する注記）
 
（追加情報）
当期より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年3月10日）及び「金融商品の時
価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年3月10日）を適用しております。
 
金融商品の時価等に関する事項

 
 

自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日

貸借対照表計上額、時価及びその
差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はありません。

時価の算定方法 (1)　有価証券
売買目的有価証券
重要な会計方針に係る事項に関する注記「有価証券の評価基準及び評価方法」
に記載しております。

         (2)　デリバティブ取引
該当事項はありません。

 (3)　上記以外の金融商品　　
短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該金融
商品の時価を帳簿価額としております。　　

金融商品の時価等に関する事項に
ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理
的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条
件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること
もあります。
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（１口当たり情報）
 

平成21年10月15日現在
 

平成22年10月15日現在
1口当たり純資産額 1.3256円 1口当たり純資産額 1.2393円

（1万口当たり純資産額） （13,256円）（1万口当たり純資産額） （12,393円）
    

 
（追加情報）

  

自 平成21年4月16日 自 平成22年4月16日

至 平成21年10月15日 至 平成22年10月15日

-

当ファンドは平成22年10月4日信託約款変更に基づき、計算
期間を毎月5日から翌月4日までとする事により分配回数が
年1回から、年12回に変更となりました。平成22年8月31日付
けで当該事項につき金融庁長官に届出を行いました。
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（参考）
　チャイナランド株式ファンド（適格機関投資家向け）は「チャイナランド株式マザーファンド」「中
国Ａ株マザーファンド」を主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託
受益証券」は同親投資信託です。なお、同親投資信託の状況は次の通りです。
 
①「チャイナランド株式マザーファンド」の状況 
なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。
 

チャイナランド株式マザーファンド
（１）貸借対照表  

  （単位：円）

対象年月日
　

平成21年10月15日現在
　

平成22年10月15日現在

科目 金　額 金　額

資産の部 　 　

　流動資産 　 　

　　預金         184,536,692   260,164,040　

　　コール・ローン          68,851,327   　　　　　　6,255,475　

　　株式      12,786,056,816   　　　　9,866,648,654  

　　投資証券          38,181,000              52,828,515  

　　未収入金         530,227,644             197,776,006  

　　未収配当金          14,659,930               5,792,778  

    未収利息 　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　 13  

　　流動資産合計      13,622,513,409          10,389,465,481  

　資産合計      13,622,513,409          10,389,465,481　

負債の部 　  

　流動負債 　  

　　未払金         578,507,676   　　　　　191,086,605

　　流動負債合計         578,507,676   　　　　　191,086,605　

　負債合計         578,507,676   　　　　　191,086,605

純資産の部 　  

　元本等 　  

　　元本      11,283,891,096   　　　　9,092,785,151

　　剰余金 　  

　　　剰余金又は欠損金（△）       1,760,114,637           1,105,593,725

　　元本等合計      13,044,005,733          10,198,378,876

　純資産合計      13,044,005,733   　 　　10,198,378,876

負債純資産合計      13,622,513,409          10,389,465,481
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（２）注記表
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

対象期間 自 平成21年 4月16日
至 平成21年10月15日

自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日 項目

1.有価証券の評価基準及び評価方法 株式及び投資証券は移動平均法に基づ
き、以下のとおり原則として時価で評価
しております。

株式、投資証券及び新株予約権証券は移
動平均法に基づき、以下のとおり原則と
して時価で評価しております。

  （1）金融商品取引所等に上場されてい
る有価証券
金融商品取引所等に上場されてい
る有価証券は、原則として金融商
品取引所等における計算期間末日
の最終相場（外貨建証券の場合は
計算期間末日において知りうる直
近の日の最終相場）で評価してお
ります。

（1）金融商品取引所等に上場されてい
る有価証券
 

同左

  （2）金融商品取引所等に上場されてい
ない有価証券
当該有価証券については、原則と
して、日本証券業協会等発表の店
頭売買参考統計値（平均値）等、
金融商品取引業者、銀行等の提示
する価額（ただし、売気配相場は
使用しない）又は価格提供会社の
提供する価額のいずれかから入手
した価額で評価しております。

（2）金融商品取引所等に上場されてい
ない有価証券
 

同左

  （3）時価が入手できなかった有価証券
適正な評価額を入手できなかった
場合又は入手した評価額が時価と
認定できない事由が認められた場
合は、投資信託委託会社が忠実義
務に基づいて合理的な事由をもっ
て時価と認めた価額もしくは受託
者と協議のうえ両者が合理的事由
をもって時価と認めた価額で評価
しております。

（3）時価が入手できなかった有価証券
 

同左

2.デリバティブ等の評価基準及び
評価方法

為替予約取引
原則として、わが国における計算期間
末日の対顧客先物売買相場の仲値で
評価しております。

為替予約取引
 

同左

3.その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

外貨建取引等の処理基準
「投資信託財産の計算に関する規
則」（平成12年総理府令第133号）第
60条及び第61条にしたがって処理し
ております。

外貨建取引等の処理基準
 

同左
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（貸借対照表に関する注記）
平成21年10月15日現在 平成22年10月15日現在

1.期首 平成21年 4月16日1.期首 平成22年 4月16日

 期首元本額 11,751,963,979円  期首元本額 8,373,017,977円

 期首からの追加設定元本額 6,458,017,026円  期首からの追加設定元本額 2,561,842,806円

 期首からの一部解約元本額 6,926,089,909円  期首からの一部解約元本額 1,842,075,632円

  
平成21年10月15日現在の元本の
内訳　※

 

 
平成22年10月15日現在の元本の内
訳　※

 

 チャイナランド株式ファンド
（適格機関投資家向け）

11,283,891,096円
 チャイナランド株式ファンド（適
格機関投資家向け）

9,092,785,151円

 　　　　　　計 11,283,891,096円  　　　　　　計 9,092,785,151円

2.本報告書における開示対象ファ
ンドの中間計算期間末日におけ
る当該親投資信託の受益権の総
数

11,283,891,096口

2.本報告書における開示対象ファ
ンドの中間計算期間末日におけ
る当該親投資信託の受益権の総
数

9,092,785,151口

※　当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本額
 
（金融商品に関する注記）
 
（追加情報）
前期より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年3月10日）及び「金融商品の時
価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年3月10日）を適用しております。
 
金融商品の時価等に関する事項

 
自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日

貸借対照表計上額、時価及びその
差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はありません。

時価の算定方法 (1)　有価証券
売買目的有価証券
重要な会計方針に係る事項に関する注記「有価証券の評価基準及び評価方法」
に記載しております。

         (2)　デリバティブ取引
該当事項はありません。

 (3)　上記以外の金融商品　　
短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該金融商
品の時価を帳簿価額としております。　　

金融商品の時価等に関する事項に
ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。

 
（１口当たり情報）

平成21年10月15日現在 平成22年10月15日現在
1口当たり純資産額 1.1560円 1口当たり純資産額 1.1216円

（1万口当たり純資産額） （11,560円）（1万口当たり純資産額） （11,216円）
    

 
 
 
②「中国Ａ株マザーファンド」の状況
なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。
 

中国Ａ株マザーファンド
（１）貸借対照表  

  （単位：円）

対象年月日
　

平成21年10月15日現在
　

平成22年10月15日現在

科目 金　額 金　額

資産の部 　 　
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　流動資産 　 　

　　預金         221,303,398           425,552,646   

　　コール・ローン           3,633,420             3,481,568   

　　株式      40,508,240,798        30,406,589,839   

　　投資信託受益証券       1,916,917,600        844,793,800

　　未収入金         809,998,527           376,785,690   

　　未収配当金          14,654,889                     -   

    未収利息 　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　7

　　流動資産合計      43,474,748,632        32,057,203,550   

　資産合計      43,474,748,632        32,057,203,550   

負債の部 　 　

　流動負債 　 　

　　未払金         737,367,950           387,360,129   

　　流動負債合計         737,367,950           387,360,129   

　負債合計         737,367,950           387,360,129   

純資産の部 　 　

　元本等 　 　

　　元本      15,177,752,373        12,267,662,408   

　　剰余金 　 　

　　　剰余金又は欠損金（△）      27,559,628,309        19,402,181,013   

　　元本等合計      42,737,380,682        31,669,843,421   

　純資産合計      42,737,380,682        31,669,843,421   

負債純資産合計      43,474,748,632        32,057,203,550   
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（２）注記表
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）  
　 　 　 　

　 対象期間 自　平成21年4月16日 自　平成22年4月16日

　 項　目 至　平成21年10月15日 至　平成22年10月15日

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 株式及び投資信託受益証券は移動平均
法に基づき、以下のとおり原則として時
価で評価しております。

株式及び投資信託受益証券は移動平均
法に基づき、以下のとおり原則として時
価で評価しております。

　 　
(1)金融商品取引所等に上場されて

いる有価証券
(1)金融商品取引所等に上場されて

いる有価証券

　 　 　

金融商品取引所等に上場されて
いる有価証券は、原則として金融
商品取引所等における計算期間
末日の最終相場（外貨建証券の
場合は計算期間末日において知
りうる直近の日の最終相場）で
評価しております。

　 同左

　 　
(2)金融商品取引所等に上場されて

いない有価証券
(2)金融商品取引所等に上場されて

いない有価証券

　 　 　

当該有価証券については、原則と
して、日本証券業協会等発表の店
頭売買参考統計値（平均値）等、
金融商品取引業者、銀行等の提示
する価額（ただし、売気配相場は
使用しない）又は価格提供会社
の提供する価額のいずれかから
入手した価額で評価しておりま
す。

　 同左

　 　 (3)時価が入手できなかった有価証券 (3)時価が入手できなかった有価証券

　 　 　

適正な評価額を入手できなかっ
た場合又は入手した評価額が時
価と認定できない事由が認めら
れた場合は、投資信託委託会社が
忠実義務に基づいて合理的な事
由をもって時価と認めた価額も
しくは受託者と協議のうえ両者
が合理的事由をもって時価と認
めた価額で評価しております。

　 同左

2. デリバティブ等の評価基準及び評
価方法

為替予約取引 為替予約取引

　 　 　
原則として、わが国における計算
期間末日の対顧客先物売買相場
の仲値で評価しております。

　 同左

3. その他財務諸表作成のための基本
となる重要な事項

外貨建取引等の処理基準 外貨建取引等の処理基準

　 　 　

「投資信託財産の計算に関する
規則」（平成12年総理府令第133
号）第60条及び第61条にした
がって処理しております。

　 同左
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（貸借対照表に関する注記）
平成21年10月15日現在 平成22年10月15日現在

1.期首 平成21年 4月16日1.期首 平成22年 4月16日

 期首元本額 14,907,318,582円  期首元本額 13,651,353,529円

 
期首からの追加設定元本額 1,400,612,283円

 
期首からの追加設定元本額

691,020,227円
 

 
期首からの一部解約元本額 1,130,178,492円

 
期首からの一部解約元本額

2,074,711,348円
 

 平成21年10月15日現在の元本
の内訳　※

 
 平成22年10月15日現在の元本
の内訳　※

 

 チャイナランド株式ファンド
（適格機関投資家向け）

2,511,624,411円
 チャイナランド株式ファンド
（適格機関投資家向け）

2,672,184,329円

 年金中国Ａ株ファンド（適格
機関投資家向け）

963,076,395円
 年金中国Ａ株ファンド（適格
機関投資家向け）

519,557,696円

 
  

 中国Ａ株ファンド（適格機関
投資家向け）

41,365円

 日興ＡＭ中国Ａ株ファンド 4,221,977,975円  日興ＡＭ中国Ａ株ファンド 3,818,784,012円

 日興ＡＭ中国Ａ株ファンド２ 7,481,073,592円  日興ＡＭ中国Ａ株ファンド２ 5,257,095,006円

 　　　　　　計 15,177,752,373円  　　　　　　計 12,267,662,408円

2.本報告書における開示対象
ファンドの中間計算期間末日
における当該親投資信託の受
益権の総数

15,177,752,373口

2.本報告書における開示対象
ファンドの中間計算期間末日
における当該親投資信託の受
益権の総数

12,267,662,408口

※　当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本額
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（金融商品に関する注記）
 
（追加情報）
前期より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年3月10日）及び「金融商品の時
価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年3月10日）を適用しております。
 
金融商品の時価等に関する事項

 
自 平成22年 4月16日
至 平成22年10月15日

貸借対照表計上額、時価及びその
差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はありません。

時価の算定方法 （1）有価証券
売買目的有価証券
重要な会計方針に係る事項に関する注記「有価証券の評価基準及び評価方法」
に記載しております。

         （2）デリバティブ取引
該当事項はありません。

 （3）上記以外の金融商品　　
短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該金融商
品の時価を帳簿価額としております。　　

金融商品の時価等に関する事項に
ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。

 
（１口当たり情報）

平成21年10月15日現在 平成22年10月15日現在
1口当たり純資産額 2.8158円 1口当たり純資産額 2.5816円

（1万口当たり純資産額） （28,158円）（1万口当たり純資産額） （25,816円）
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４【委託会社等の概況】
（１）【資本金の額】

平成22年11月末現在 資本金 17,363,045,900円
 発行可能株式総数 220,000,000株
 発行済株式総数 197,012,500株

 
●過去５年間における主な資本金の増減

年月日 変更後（変更前）
平成18年７月６日 16,223,228,400円（16,174,272,500円）
平成19年４月13日 16,287,728,400円（16,223,228,400円）
平成20年６月23日 16,403,045,900円（16,287,728,400円）
平成21年10月１日 17,363,045,900円（16,403,045,900円）

 
（２）【事業の内容及び営業の状況】

・「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資
信託の設定を行なうとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投
資運用業）を行なっています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行なっています。
・委託会社の運用する、平成22年11月末現在の投資信託などは次の通りです。

種　類 ファンド本数
純資産額

（単位：億円）

投資信託総合計 399 67,926
 株式投資信託 327 55,639
  単位型 42 1,588
  追加型 285 54,051
 公社債投資信託 72 12,287
  単位型 55 805
  追加型 17 11,482

投資法人合計 1 33
 
（３）【その他】

①　定款の変更
委託会社の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

②　訴訟事件その他の重要事項
委託会社に重要な影響を与えた事実、または与えると予想される訴訟事件などは発生していま
せん。
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５【委託会社等の経理状況】

 

１．　当社の財務諸表は、第50期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）については、
改正前の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下
「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、改正前の「金融商品取引業等に関
する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて、第51期事業年度（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）については、改正後の財務諸表等規則並びに同規則第２条の規定により、改
正後の「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成してお
ります。

 

２．　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第50期事業年度（平成20年４月１日か
ら平成21年３月31日まで）及び第51期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の
財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。
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（１）【貸借対照表】
(単位：百万円)

  
第50期

(平成21年３月31日)
 

第51期
(平成22年３月31日)

資産の部     

　流動資産     

　　現金・預金  27,759※3 23,445

　　前払費用  393 359

　　未収入金  3,869 2

　　未収委託者報酬  5,506 6,451

　　未収収益 ※3 582※3 592

　　立替金  222 177

　　繰延税金資産  862 1,644

　　その他 ※2 30※2 30

　　流動資産合計  39,226 32,703

　固定資産     

　　有形固定資産     

　　　建物 ※1 313※1 134

　　　器具備品 ※1 346※1 215

　　　有形固定資産合計  660 350

　　無形固定資産     

　　　ソフトウエア  73  52

　　　電話加入権等  21  －

　　　無形固定資産合計  94  52

　　投資その他の資産     

　　　投資有価証券  1,243 11,021

　　　関係会社株式  7,719 8,659

　　　関係会社長期貸付金  60  60

　　　長期差入保証金  1,037 1,042

　　　繰延税金資産  1,218 1,031

　　　その他  0  －

　　　子会社投資損失引当金  △576 △576

　　　投資その他の資産合計  10,702 21,239

　　固定資産合計  11,458 21,642

　資産合計  50,684 54,345
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(単位：百万円)

  
第50期

(平成21年３月31日)
 

第51期
(平成22年３月31日)

負債の部     

　流動負債     

　　預り金  181 645

　　未払金  2,811 3,478

　　　未払収益分配金  7  8

　　　未払償還金  187 194

　　　未払手数料  2,391※3 2,872

　　　その他未払金  225 402

　　未払費用 ※3 3,701※3 3,804

　　未払法人税等  －  404

　　未払消費税等  －  129

　　賞与引当金  1,821 2,015

　　特別賞与引当金  －  1,204

　　役員賞与引当金  191 235

　　役員特別賞与引当金  －  106

　　その他  16  5

　　流動負債合計  8,723 12,028

　固定負債     

　　退職給付引当金  612 743

　　その他  102 102

　　固定負債合計  714 846

　負債合計  9,438 12,875

純資産の部     

　株主資本     

　　資本金  16,403 17,363

　　資本剰余金     

　　　資本準備金  4,272 5,220

　　　その他資本剰余金  4  4

　　　資本剰余金合計  4,277 5,225

　　利益剰余金     

　　　その他利益剰余金     

　　　　繰越利益剰余金  20,593 18,814

　　　利益剰余金合計  20,593 18,814

　　自己株式  －  △53

　　株主資本合計  41,273 41,349

　評価・換算差額等     

　　その他有価証券評価差額金  △26  121

　　評価・換算差額等合計  △26  121

　純資産合計  41,246 41,470

負債純資産合計  50,684 54,345
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（２）【損益計算書】

 (単位：百万円)

  
第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 
第51期

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　営業収益     

　　委託者報酬  56,567 49,510

　　その他営業収益  2,962 2,788

　　営業収益計  59,529 52,298

　営業費用     

　　支払手数料  27,877 24,262

　　広告宣伝費  1,298 878

　　公告費  17  11

　　調査費  12,861 11,406

　　　調査費  854 699

　　　委託調査費  11,990 10,689

　　　図書費  15  17

　　委託計算費  491 450

　　営業雑経費  714 585

　　　通信費  190 167

　　　印刷費  340 310

　　　協会費  49  42

　　　諸会費  7  6

　　　その他  126 58

　　営業費用計  43,260 37,594

　一般管理費     

　　給料  7,124 6,920

　　　役員報酬  228 239

　　　役員賞与引当金繰入額  191 235

　　　給料・手当  4,879 4,343

　　　賞与  4  86

　　　賞与引当金繰入額  1,821 2,015

　　交際費  79  76

　　寄付金  33  55

　　旅費交通費  264 253

　　租税公課  255 225

　　不動産賃借料  921 921

　　退職給付費用  336 315

　　退職金  14  5

　　固定資産減価償却費  801 358

　　諸経費  2,992 2,710

　　一般管理費計  12,824 11,842

　営業利益  3,444 2,862
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(単位：百万円)

  
第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 
第51期

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　営業外収益     

　　受取利息  2  2

    受取配当金 ※１ 710※１ 714

有価証券売却益  160 －

有価証券償還益  73  13

　　時効成立分配金・償還金  106 23

　　その他  122 123

　　営業外収益計  1,176 876

　営業外費用     

　　支払利息  15  9

有価証券売却損  51  －

有価証券償還損  200 －

　　時効成立後支払分配金・償還金  129 56

支払源泉所得税  －  71

為替差損  －  53

　　弁護士報酬等  37  37

　　その他  2  111

　　営業外費用計  438 340

　経常利益  4,182 3,397

　特別利益     

　　投資有価証券売却益  38  84

　　特別利益計  38  84

　特別損失     

　　投資有価証券売却損  226 12

投資有価証券評価損  569 －

　　関係会社株式評価損  454 －

　　固定資産処分損  0  7

　　特別賞与引当金繰入額  －  3,742

　　役員特別賞与引当金繰入額  －  355

割増退職金  433 29

　　その他  －  246

　　特別損失計  1,685 4,393

　  税引前当期純利益又は税引前当期純損失(△)  2,535 △911

　法人税、住民税及び事業税  273 482

　法人税等調整額  568 △697

　法人税等合計  842 △214

　当期純利益又は当期純損失(△)  1,693 △696
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（３）【株主資本等変動計算書】
 (単位：百万円)

  
第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 
第51期

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　株主資本     

　　資本金     

　　　前期末残高  16,287 16,403

　　　当期変動額     

　　　　新株の発行  115  960

　　　　当期変動額合計  115  960

　　　当期末残高  16,403 17,363

　　資本剰余金     

　　　資本準備金     

　　　　前期末残高  4,157 4,272

　　　　当期変動額     

　　　　　新株の発行  115  948

　　　　　当期変動額合計  115  948

　　　　当期末残高  4,272 5,220

　　　その他資本剰余金     

　　　　前期末残高  4  4

　　　　当期変動額     

　　　　　当期変動額合計  －  －

　　　　当期末残高  4  4

　　　資本剰余金合計     

　　　　前期末残高  4,161 4,277

　　　　当期変動額     

　　　　　新株の発行  115  948

　　　　　当期変動額合計  115  948

　　　　当期末残高  4,277 5,225

　　利益剰余金     

　　　その他利益剰余金     

　　　　繰越利益剰余金     

　　　　　前期末残高  21,660 20,593

　　　　　当期変動額     

　　　　　　剰余金の配当  △2,760 △1,082

　　　　　　当期純利益又は当期純損失  1,693 △696

　　　　　　当期変動額合計  △1,067 △1,779

　　　　　当期末残高  20,593 18,814

　　　利益剰余金合計     

　　　　前期末残高  21,660 20,593

　　　　当期変動額     

　　　　　剰余金の配当  △2,760 △1,082

　　　　　当期純利益又は当期純損失  1,693 △696

　　　　　当期変動額合計  △1,067 △1,779

　　　　当期末残高  20,593 18,814

 

EDINET提出書類

日興アセットマネジメント株式会社(E12430)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

43/89



 
(単位：百万円)

  
第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 
第51期

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　　自己株式     

　　　前期末残高  －  －

　　　当期変動額     

　　　　自己株式の取得  －  △223 

　　　　自己株式の処分  －  170 

　　　　当期変動額合計  －  △53

　　　当期末残高  －  △53

　　株主資本合計     

　　　前期末残高  42,109 41,273

　　　当期変動額     

　　　　新株の発行  230  1,908

　　　　剰余金の配当  △2,760 △1,082

　　　　当期純利益又は当期純損失  1,693 △696

　　　　自己株式の取得  －  △223 

　　　　自己株式の処分  －  170 

　　　　当期変動額合計  △836  75

　　　当期末残高  41,273 41,349

　評価・換算差額等     

　　その他有価証券評価差額金     

　　前期末残高  99  △26

　　当期変動額     

　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　(純額)

 △126  148

　　　当期変動額合計  △126  148

　　当期末残高  △26  121

　　評価・換算差額等合計     

　　　前期末残高  99  △26

　　　当期変動額     

　　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　　(純額)

 △126  148

　　　　当期変動額合計  △126  148

　　　当期末残高  △26  121

　純資産合計     

　　前期末残高  42,208 41,246

　　当期変動額     

　　　新株の発行  230  1,908

　　　剰余金の配当  △2,760 △1,082

　　　当期純利益又は当期純損失  1,693 △696

　　　自己株式の取得  －  △223 

　　　自己株式の処分  －  170 

　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　(純額)

 △126  148

　　　当期変動額合計  △962  224

　　当期末残高  41,246 41,470
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重要な会計方針

 
第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第51期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券

　①　子会社株式及び関連会社株式

　　　総平均法による原価法

(1) 有価証券

　①　子会社株式及び関連会社株式

同左

 　②　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、総平

均法により算定)

　②　その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

 　　時価のないもの

　　　総平均法による原価法

　　時価のないもの

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法により償却しております。

　　なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。

建物 ４年

器具備品 ４年～20年

(1) 有形固定資産

　　           同左

 (2) 無形固定資産

　　定額法により償却しております。た

だし、ソフトウエア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

(2) 無形固定資産

同左

３　引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

　　従業員に支給する賞与の支払に充て

るため、支払見込額に基づき当事業

年度の負担額を計上しております。

(1) 賞与引当金

同左

 (2) 役員賞与引当金

　　役員に支給する賞与の支払に充てる

ため、支払見込額に基づき当事業年

度の負担額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

　　数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしておりま

す。　　

(3) 退職給付引当金

同左
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第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第51期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

 (4) 子会社投資損失引当金

　　子会社株式の実質価額の低下による

損失に備えて、純資産価額等を勘案

して必要と認められる額を計上して

おります。

 

　　　　　　　　－

 

 

 

 

　　　　　　　　－

 

 

 

(4) 子会社投資損失引当金

同左

 

 

 

(5) 特別賞与引当金

　　従業員に支給する特別賞与の支払に

充てるため、支払見込額に基づき当

事業年度の負担額を計上しておりま

す。

(6) 役員特別賞与引当金

　　役員に支給する特別賞与の支払に充

てるため、支払見込額に基づき当事

業年度の負担額を計上しておりま

す。

４　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっており、控除対象外消

費税等は、当事業年度の費用として処

理しております。

消費税等の会計処理

同左

 

会計方針の変更
 

第50期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第51期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　                      － (「退職給付に係る会計基準」の一部改正)

当事業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一

部改正（その３）」(企業会計基準第19号　平成20年７

月31日)を適用しております。これにより退職給付債務

の差額が26百万円（増加）発生しておりますが、翌事業

年度から費用処理されるため当事業年度の財務諸表に

与える影響はありません。
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注記事項
（貸借対照表関係）

第50期
(平成21年３月31日)

第51期
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

建物 704百万円

器具備品 424百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

建物 905百万円

器具備品 502百万円

※２　信託資産

　　　その他流動資産の30百万円は、「直販顧客分別金信託

契約」により、日興シティ信託銀行株式会社に信託

しております。

※２　信託資産

　　　その他流動資産の30百万円は、「直販顧客分別金信託

契約」により、ＮＣＴ信託銀行株式会社に信託して

おります。なお、日興シティ信託銀行株式会社は平成

22年３月１日付でＮＣＴ信託銀行株式会社に社名変

更を行っております。

※３　関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。

(流動資産)  

未収収益 28百万円

(流動負債)  

未払費用 272百万円

※３　関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。

(流動資産)  

現金・預金 10,095百万円

未収収益 33百万円

(流動負債)  

未払手数料 4百万円

未払費用 256百万円

※４　保証債務

      当社は、Nikko Asset Management Europe Limited

がロンドン ウォール リミテッド パートナーシッ

プに支払うオフィス賃借料等の債務64百万円に対し

て保証を行っております。

※４　保証債務

      当社は、Nikko Asset Management Europe Limited

がロンドン ウォール リミテッド パートナーシッ

プに支払うオフィス賃借料等の債務32百万円に対し

て保証を行っております。また当社は、Nikko Asset

Management Americas, Inc. がマディソン タワー 

アソシエイツ リミテッド パートナーシップに支払

うオフィス賃借料等の債務240百万円に対して保証

を行っております。

 

（損益計算書関係）
第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第51期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

 

受取配当金　　　　 703百万円

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

 

受取配当金　　　　 712百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

第50期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
 増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 184,047,500965,000 － 185,012,500

(注)　普通株式の発行済株式総数の増加965,000株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。
 

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
 

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目
的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当事業年
度末残高
(百万円)

前事業
年度末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業
年度末

提
出
会
社

平成16年度
ストックオプション(1)

普通株式 6,000,000 － － 6,000,000－

平成16年度
ストックオプション(2)

普通株式 6,000,000 － － 6,000,000－

平成16年度
ストックオプション(3)

普通株式 6,000,000 － 670,0005,330,000－

平成17年度
ストックオプション

普通株式 3,140,000 － 300,0002,840,000－

平成18年度
ストックオプション

普通株式 1,470,000 － 150,0001,320,000－

平成19年度
ストックオプション(1)

普通株式 4,140,000 － 530,0003,610,000－

平成19年度
ストックオプション(2)

普通株式 30,000 － － 30,000 －

合計 26,780,000－ 1,650,00025,130,000－

(注)１　平成16年度ストックオプション(1)及び平成16年度ストックオプション(2)は、権利行使期間の初日が
到来しております。

２　平成16年度ストックオプション(3)、平成17年度ストックオプション、平成18年度ストックオプショ
ン、平成19年度ストックオプション(1)及び平成19年度ストックオプション(2)は、権利行使期間の初
日が到来しておりません。

３　平成16年度ストックオプション(3)、平成17年度ストックオプション、平成18年度ストックオプション
及び平成19年度ストックオプション(1)の減少は、新株予約権の失効によるものであります。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月23日
取締役会

普通株式 2,760 15平成20年３月31日平成20年６月10日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,082 5.85平成21年３月31日平成21年６月30日
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第51期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
 増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 185,012,50012,000,000 － 197,012,500

(注) 平成21年10月１日、当社は、当社取締役から取得した新株予約権を行使した住友信託銀行株式会社に対し、

12,000,000株の普通株式を発行いたしました。
 

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
 増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 － 357,000 272,000 85,000

(注) 自己株式の増加及び減少は、自己株式の取得及び処分であります。

 

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目
的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当事業年
度末残高
(百万円)

前事業
年度末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業
年度末

提
出
会
社

平成16年度
ストックオプション(1)

普通株式 6,000,000 － 6,000,000 － －

平成16年度
ストックオプション(2)

普通株式 6,000,000 － 6,000,000 － －

平成16年度
ストックオプション(3)

普通株式 5,330,000 － 5,330,000 － －

平成17年度
ストックオプション

普通株式 2,840,000 － 2,840,000 － －

平成18年度
ストックオプション

普通株式 1,320,000 － 1,320,000 － －

平成19年度
ストックオプション(1)

普通株式 3,610,000 － 3,610,000 － －

平成19年度
ストックオプション(2)

普通株式 30,000 － 30,000 － －

平成21年度
ストックオプション(1)

普通株式 － 19,724,100165,00019,559,100－

合計 25,130,00019,724,10025,295,00019,559,100－

(注) １ 平成16年度ストックオプション(1)及び平成16年度ストックオプション(2)は、平成21年10月１日に住
友信託銀行株式会社へ譲渡され、同日にて同社による行使が行われております。

２ 平成16年度ストックオプション(3)、平成17年度ストックオプション、平成18年度ストックオプショ
ン、平成19年度ストックオプション(1)及び平成19年度ストックオプション(2)は、当事業年度中に消
却されております。

３ 平成21年度ストックオプション(1)の増加及び減少は、新株予約権の発行及び失効によるものであり
ます。

４ 平成21年度ストックオプション(1)は、権利行使期間の初日が到来しておりません。
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４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月30日
取締役会

普通株式 1,082 5.85平成21年３月31日平成21年６月30日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 305 1.55平成22年３月31日平成22年６月23日

 

（リース取引関係）
第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第51期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１ オペレーティング・リース取引                    １ オペレーティング・リース取引

                    

　　解約不能のものに係る未経過リース

料

１年内 906百万円

１年超 942百万円

　合計 1,849百万円

　　解約不能のものに係る未経過リース

料

１年内 906百万円

１年超 35百万円

　合計 942百万円
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（金融商品関係）

第51期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。
 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

預金に関しては10数行に分散して預入れしておりますが、これら金融機関の破綻及び債務不履行

等による信用リスクに晒されており、また一部外貨建て預金を保有しているため為替変動リスクに

も晒されております。営業債権である未収委託者報酬、未収収益に関しては、それらの源泉である預

り純資産を数行の信託銀行に分散して委託しておりますが、信託銀行はその受託資産を自己勘定と

分別して管理しているため、仮に信託銀行が破綻または債務不履行等となった場合でも、これら営業

債権が信用リスクに晒されることは無いと考えております。また、グローバルに事業を展開している

ことから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されます。投資有価証券は、主に

自己で設定した投資信託へのシードマネーの投入によるものであります。これら投資信託の投資対

象は株式、公社債等のため、価格変動リスクや信用リスク、流動性リスク、為替変動リスクに晒されて

おります。

営業債務である未払金（未払手数料）、未払費用に関しては、すべてが１年以内の支払期日であ

ります。未払金（未払手数料）については、債権（未収委託者報酬）を資金回収した後に、販売会社

へ当該債務を支払うフローとなっているため、流動性リスクに晒されることは無いと考えておりま

す。また未払費用のうち運用再委託先への顧問料支払に係るものについてもほとんどのものが、未払

金同様のフローのため、流動性リスクに晒されることは無いと考えております。それ以外の営業費用

及び一般管理費に係る未払費用に関しては、流動性リスクに晒されており、一部は外貨建て債務があ

るため、為替の変動リスクにも晒されております。
 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、預金を預入れる金融機関の選定に関しては、短期間の取引が想定される金融機関の場合

を除き、相手方の財政状態及び経営成績、または必要に応じて格付等を考慮した上で決定しており

ます。また既に取引が行われている相手方に関しても、定期的に継続したモニタリングを行うこと

で、相手方の財務状況の悪化等による信用リスクを早期に把握することで、リスクの軽減を図って

おります。

②市場リスク（為替や価格等の変動リスク）の管理

当社は、原則、為替変動や価格変動に係るリスクに対して、ヘッジ取引を行っておりません。外貨

建ての営業債権債務について、月次ベースで為替変動リスクを測定し、モニタリングを実施してお

ります。また投資有価証券に関しては、毎月末にそれぞれの時価を算出し、評価損益を把握しており

ます。また、市場の変動等に基づき、今後の一定期間において特定の確率で、金融商品に生じ得る損

失額の推計値を把握するため、バリュー・アット・リスクを用いた市場リスク管理を週次ベースで

実施しております。これらの結果、当社の財政状態、経営成績に与える影響が著しいと判断される場

合には、必要に応じて、ヘッジ取引規程に則り、それを回避する目的で、ヘッジ取引を行うことが可

能であります。

③流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、日々資金残高管理を行っております。また、適時に資金繰予定表を作成・更新するととも

に、手許流動性（最低限必要な運転資金）を状況に応じて見直し・維持することなどにより、流動

性リスクを管理しております。
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２　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含め

ておりません（（注）２を参照ください。）。
（ 単 位 ： 百 万
円）

 
貸借対照表
計上額(※) 時価(※) 差額

(1）現金及び預金 23,445 23,445 －

(2) 未収委託者報酬 6,451 6,451 －

(3) 未収収益 592 592 －

(4) 投資有価証券    

  その他有価証券 10,873 10,873 －

(5) 関係会社株式    

  子会社株式 1,404 1,734 329

(6) 未払金 (3,478) (3,478) －

(7) 未払費用 (3,804) (3,804) －

(※)負債に計上されているものについては、(  )で示しております。

 

(注) １ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 未収委託者報酬並びに(3) 未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4) 投資有価証券及び(5) 関係会社株式

これらの時価について、投資信託は基準価額によっております。

(6) 未払金及び(7) 未払費用

これらはほとんど短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

２ 非上場株式等（貸借対照表計上額147百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、「(4)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

３ 子会社株式（貸借対照表計上額4,362百万円）及び関連会社株式（貸借対照表計上額2,892百万円）は、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(5)関係会社株式」には含めて

おりません。

４ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：百万
円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 23,445 － － －

未収委託者報酬 6,451 － － －

未収収益 592 － － －

投資有価証券     

　投資信託 　　　　－ 9,907 354 448

合計 30,489 9,907 354 448
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（有価証券関係）

第50期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万
円）

 種　　類 取　得　原　価 貸借対照表計上額 差　　額

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

株　　　式

そ　の　他

           7

       　273

          12

       　299

           5

          25

　小　計        　280        　312        　 31

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

そ　の　他        　836        　759 　 △   76

　小　計        　836        　759 　 △   76

　　　　　　　　　　合　　　計        1,117        1,072      △   45

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当事業年度については、269百万円の減損処理を

行っております。減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはす

べて減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要

と認められた額について減損処理を行っております。
 

 

２　当事業年度中に売却したその他有価証券
（単位：百万円）

売　　却　　額 売　却　益　の　合　計　額 売　却　損　の　合　計　額

　　　　　3,196                 199                 278

 

３　時価評価されていない有価証券
その他有価証券

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額

非上場株式

その他

　　　　　　投資証券

121

                

50

合　　　　　　計                 171

(注) 当事業年度において、その他有価証券で時価評価されていない投資証券につき、投資証券の実質価額の低下

を考慮し、50百万円の減損処理を行っております。

 

４　その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額
（単位:百万
円）

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

その他有価証券

その他

　　　　投資信託

 

 

　－

 

 

         　－

 

 

　　　    504

 

 

        　442

合　　　計 　－         　 － 　　　    504         　442

 

５　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
（ 単 位 ： 百 万
円）

 貸借対照表計上額 時　価 差　額

子会社株式 500 499 △  1

合　　　　　　　計 500 499 △  1

(注) 当事業年度において、時価のある子会社株式につき、時価が著しく下落し回復する見込があると認められな

いため、404百万円の減損処理を行っております。
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第51期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　子会社株式及び関連会社株式
（ 単 位 ： 百 万
円）　

 貸借対照表計上額 時　価 差　額

子会社株式 1,404 1,734 329

合　　　　　　　計 1,404 1,734 329

(注) 子会社株式（貸借対照表計上額4,362百万円）及び関連会社株式（貸借対照表計上額2,892百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社株式及び関連会社

株式」には含めておりません。

 

２　その他有価証券
（単位：百万
円）

 種　　類 貸借対照表計上額 取　得　原　価 差　　額

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

株　　　式

そ　の　他

           21

     9,873

            7

        9,637

          14

         235

　小　計         9,894         9,644        　250

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

そ　の　他           979         1,024 　 △   45

　小　計           979         1,024 　 △   45

　　　　　　　　　　合　　　計        10,873        10,669          204

(注) １ 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を

行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。当事業年度については、該当ございません。
２　非上場株式等（貸借対照表計上額　147百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが
極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

３　当事業年度中に売却したその他有価証券
（単位：百万

円）

種　　類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

　　株　　式

そ の 他

                 11

230

                    －

                   84

      12

　0

合　計 242 84   12       

 

（持分法損益等）
第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第51期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

 

関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（1）関連会社に対する投資の金額　　　　　　　2,892

（2）持分法を適用した場合の投資の金額        4,495   

（3）持分法を適用した場合の投資利益の金額    1,019   

 

関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（1）関連会社に対する投資の金額              2,892

（2）持分法を適用した場合の投資の金額        4,852  

（3）持分法を適用した場合の投資利益の金額    1,336 
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（退職給付関係）
第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第51期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　 当社は、確定拠出型企業年金制度、キャッシュバラン

スプラン型退職金制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けております。

１　採用している退職給付制度の概要

      当社は、確定拠出型企業年金制度及びキャッシュバ
ランスプラン型退職金制度を設けております。なお当
社は、当事業年度末に適格退職年金制度を終了してお
ります。制度終了による影響額は、22百万円の損失で、
内訳は退職給付債務と年金資産の消滅による利益３
百万円及び数理計算上の未認識差異の一括償却によ
る損失26百万円であります。

 

２　退職給付債務に関する事項

 (単位：百万円)

イ　退職給付債務 △1,429

ロ　年金資産 676

ハ　未積立退職給付債務 △753

ニ　未認識数理計算上の差異 141

ホ　退職給付引当金残高 △612

 ２　退職給付債務に関する事項

 (単位：百万円)

イ　退職給付債務 △838

ロ　未積立退職給付債務 △838

ハ　未認識数理計算上の差異 94

ニ　退職給付引当金残高 △743

  

３　退職給付費用に関する事項

 (単位：百万円)

イ　勤務費用 107

ロ　利息費用 30

ハ　期待運用収益 △5

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 34

ホ　確定拠出型企業年金への掛金 169

へ　退職給付費用合計 336

３　退職給付費用に関する事項

 (単位：百万円)

イ　勤務費用 96

ロ　利息費用 28

ハ　期待運用収益 △5

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 33

ホ　確定拠出型企業年金への掛金 162

へ　退職給付費用合計 315

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 勤続期間比例

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率 0.7％

ニ　数理計算上の差異の処理年数 10年

 ５　割増退職金に関する事項

(単位：百万円)

　イ　流動負債　　　　　　　　　　　　　　　　 16

　ロ　割増退職金　　　　　　　　　　　　　　  433

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 勤続期間比例

ロ　割引率 1.7％

ハ　期待運用収益率 0.7％

ニ　数理計算上の差異の処理年数 10年
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（ストックオプション等関係）

第50期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　ストックオプション(新株予約権)の内容、規模及びその変動状況

(1) ストックオプション(新株予約権)の内容

 平成16年度ストックオプション(1)平成16年度ストックオプション(2)

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役 １名 当社の取締役 １名

株式の種類別のストックオプション
の付与数　(注)１

普通株式 6,070,000株普通株式 6,070,000株

付与日 平成16年８月31日 平成16年８月31日

権利確定条件

平成17年３月24日に1,990,000株の
権利が確定し、その後同年４月24日
から平成19年３月24日まで各24日に
それぞれ170,000株の権利が確定

平成17年７月８日に1,990,000株の
権利が確定し、その後同年８月８日
から平成19年７月８日まで各８日に
それぞれ170,000株の権利が確定

対象勤務期間
平成16年８月31日から
平成19年３月23日まで

平成16年８月31日から
平成19年７月７日まで

権利行使期間
平成16年８月31日から
平成26年３月24日まで

平成16年８月31日から
平成26年７月８日まで

 平成16年度ストックオプション(3)平成17年度ストックオプション

付与対象者の区分及び人数
当社及び関係会社の
取締役・従業員

97名
当社の従業員及び
関係会社の取締役・従業員

147名

株式の種類別のストックオプション
の付与数　(注)１

普通株式 7,640,000株普通株式 3,710,000株

付与日
平成17年１月11日、平成17年１月28日
平成17年５月24日、平成17年６月22日

平成18年２月14日

権利確定条件 

上場がなされた日又は平成18年６月
24日のいずれか遅い日(以下「権利
行使可能初日」といいます。)、当該
権利行使可能初日から１年経過した
日の翌日、及び当該権利行使可能初
日から２年経過した日の翌日まで原
則として従業員等の地位にあること
を要し、それぞれ保有する新株予約
権の３分の１ずつ権利確定する。

上場がなされた日又は平成19年６月
23日のいずれか遅い日(以下「権利
行使可能初日」といいます。)、当該
権利行使可能初日から１年経過した
日の翌日、及び当該権利行使可能初
日から２年経過した日の翌日まで原
則として従業員等の地位にあること
を要し、それぞれ保有する新株予約
権の３分の１ずつ権利確定する。

対象勤務期間
それぞれの付与日から、権利行使可
能初日から２年を経過した日まで

付与日から、権利行使可能初日から
２年を経過した日まで

権利行使期間
平成18年６月24日から
平成26年６月23日まで

平成19年６月23日から
平成27年６月22日まで
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 平成18年度ストックオプション

付与対象者の区分及び人数 当社及び関係会社の従業員 115名当社及び関係会社の従業員 11名

株式の種類別のストックオプション
の付与数　(注)１

普通株式 1,270,000株普通株式 340,000株

付与日 平成18年４月28日 平成18年７月18日

権利確定条件

上場がなされた日又は平成21年４月
28日のいずれか遅い日(以下「権利
行使可能初日」といいます。)、当該
権利行使可能初日から１年経過した
日の翌日、当該権利行使可能初日か
ら２年経過した日の翌日、及び当該
権利行使可能初日から３年経過した
日の翌日まで原則として従業員等の
地位にあることを要し、それぞれ保
有する新株予約権の４分の１ずつ権
利確定する。

同左

対象勤務期間
付与日から、権利行使可能初日から
３年を経過した日まで

同左

権利行使期間
平成21年４月28日から
平成28年４月27日まで

同左

 

 平成19年度ストックオプション(1)平成19年度ストックオプション(2)

付与対象者の区分及び人数
当社及び関係会社の
取締役・従業員

124名当社の従業員 １名

株式の種類別のストックオプション
の付与数　(注)１

普通株式 4,250,000株普通株式 30,000株

付与日 平成19年７月27日 平成20年３月31日

権利確定条件

上場がなされた日又は平成21年７月
19日のいずれか遅い日(以下「権利
行使可能初日」といいます。)、当該
権利行使可能初日から１年経過した
日の翌日、及び当該権利行使可能初
日から２年経過した日の翌日まで原
則として従業員等の地位にあること
を要し、それぞれ保有する新株予約
権の３分の１ずつ権利確定する。

上場がなされた日又は平成22年３月
19日のいずれか遅い日(以下「権利
行使可能初日」といいます。)、当該
権利行使可能初日から１年経過した
日の翌日、及び当該権利行使可能初
日から２年経過した日の翌日まで原
則として従業員等の地位にあること
を要し、それぞれ保有する新株予約
権の３分の１ずつ権利確定する。

対象勤務期間
付与日から、権利行使可能初日から
２年を経過した日まで

同左

権利行使期間
平成21年７月19日から
平成29年７月18日まで

平成22年３月19日から
平成30年３月18日まで

(注) １ 株式数に換算して記載しております。なお当社は、平成18年11月６日付けで、普通株式１株を100株とする

株式分割を行っております。また、ストックオプションの数は株式分割後の株式数に換算して記載してお

ります。
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(2) ストックオプション(新株予約権)の規模及びその変動状況

①　ストックオプション（新株予約権）の数

 平成16年度ストックオプション(1)平成16年度ストックオプション(2)

付与日 平成16年８月31日 平成16年８月31日

権利確定前(株)   

期首 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

権利未確定残 － －

権利確定後(株)   

期首 6,000,000 6,000,000

権利確定 0 0

権利行使 0 0

失効 0 0

権利未行使残 6,000,000 6,000,000

 

 平成16年度ストックオプション(3) 平成17年度ストックオプション

付与日
平成17年１月11日、平成17年１月28日
平成17年５月24日、平成17年６月22日

平成18年２月14日

権利確定前(株)   

期首 6,000,000 3,140,000

付与 0 0

失効 670,000 300,000

権利確定 0 0

権利未確定残 5,330,000 2,840,000

権利確定後(株)   

期首 － －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

権利未行使残 － －
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 平成18年度ストックオプション

付与日 平成18年４月28日 平成18年７月18日

権利確定前(株)   

期首 1,140,000 330,000

付与 0 0

失効 120,000 30,000

権利確定 0 0

権利未確定残 1,020,000 300,000

権利確定後(株)   

期首 － －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

権利未行使残 － －

 

 平成19年度ストックオプション(1)平成19年度ストックオプション(2)

付与日 平成19年７月27日 平成20年３月31日

権利確定前(株)   

期首 4,140,000 30,000

付与 0 0

失効 530,000 0

権利確定 0 0

権利未確定残 3,610,000 30,000

権利確定後(株)   

期首 － －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

権利未行使残 － －

(注)　株式数に換算して記載しております。なお当社は、平成18年11月６日付けで、普通株式１株を100株とす

る株式分割を行っております。また、ストックオプションの数は株式分割後の株式数に換算して記載

しております。
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②　単価情報

 平成16年度ストックオプション(1)平成16年度ストックオプション(2)

付与日 平成16年８月31日 平成16年８月31日

権利行使価格(円)　 (注)１ 15,823(分割後159) 同左

付与日における公正な評価単価
(円)　 (注)２、３

－ －

 

 平成16年度ストックオプション(3) 平成17年度ストックオプション

付与日
平成17年１月11日、平成17年１月28日
平成17年５月24日、平成17年６月22日

平成18年２月14日

権利行使価格(円)　 (注)１ 15,823(分割後159) 17,666(分割後177)

付与日における公正な評価単価
(円)　 (注)２、３

－ －

 

 平成18年度ストックオプション

付与日 平成18年４月28日 平成18年７月18日

権利行使価格(円)　 (注)１ 19,981(分割後200) 同左

付与日における公正な評価単価
(円)　 (注)２、３

－ 0

 

 平成19年度ストックオプション(1)平成19年度ストックオプション(2)

付与日 平成19年７月27日 平成20年３月31日

権利行使価格(円)　 (注)１ 450 同左

付与日における公正な評価単価
(円)　 (注)２、３

0 0

(注) １ 株式数に換算して記載しております。なお当社は、平成18年11月６日付けで、普通株式１株を100株

とする株式分割を行っております。また、ストックオプションの数は株式分割後の株式数に換算し

て記載しております。
２ 平成16年度ストックオプション(1)(2)(3)、平成17年度ストックオプション及び平成18年度ストッ
クオプションのうち平成18年４月28日付与ストックオプションについては、会社法の施行日前に付
与されたストックオプションであるため、記載しておりません。

３ 平成18年度ストックオプションのうち平成18年７月18日付与ストックオプション、平成19年度ス
トックオプション(1)及び平成19年度ストックオプション(2)については、公正な評価単価に代え、
本源的価値（DCF法による評価額と行使価格との差額）の見積りによっております。

４ ストックオプションの単位当たりの本源的価値による算定を行った場合の本源的価値の合計額
当事業年度末における本源的価値の合計額　　　169百万円 
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第51期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　ストックオプション(新株予約権)の内容、規模及びその変動状況

(1) ストックオプション(新株予約権)の内容

 平成16年度ストックオプション(1)平成16年度ストックオプション(2)

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役 １名 当社の取締役 １名

株式の種類別のストックオプション
の付与数　(注)１

普通株式 6,070,000株普通株式 6,070,000株

付与日 平成16年８月31日 平成16年８月31日

権利確定条件

平成17年３月24日に1,990,000株の
権利が確定し、その後同年４月24日
から平成19年３月24日まで各24日に
それぞれ170,000株の権利が確定

平成17年７月８日に1,990,000株の
権利が確定し、その後同年８月８日
から平成19年７月８日まで各８日に
それぞれ170,000株の権利が確定

対象勤務期間
平成16年８月31日から
平成19年３月23日まで

平成16年８月31日から
平成19年７月７日まで

権利行使期間
平成16年８月31日から
平成26年３月24日まで

平成16年８月31日から
平成26年７月８日まで

 

 平成16年度ストックオプション(3)平成17年度ストックオプション

付与対象者の区分及び人数
当社及び関係会社の
取締役・従業員

97名
当社の従業員及び
関係会社の取締役・従業員

147名

株式の種類別のストックオプション
の付与数　(注)１

普通株式 7,640,000株普通株式 3,710,000株

付与日
平成17年１月11日、平成17年１月28日
平成17年５月24日、平成17年６月22日

平成18年２月14日

権利確定条件

上場がなされた日又は平成18年６月
24日のいずれか遅い日(以下「権利
行使可能初日」といいます。)、当該
権利行使可能初日から１年経過した
日の翌日、及び当該権利行使可能初
日から２年経過した日の翌日まで原
則として従業員等の地位にあること
を要し、それぞれ保有する新株予約
権の３分の１ずつ権利確定する。

上場がなされた日又は平成19年６月
23日のいずれか遅い日(以下「権利
行使可能初日」といいます。)、当該
権利行使可能初日から１年経過した
日の翌日、及び当該権利行使可能初
日から２年経過した日の翌日まで原
則として従業員等の地位にあること
を要し、それぞれ保有する新株予約
権の３分の１ずつ権利確定する。

対象勤務期間
それぞれの付与日から、権利行使可
能初日から２年を経過した日まで

付与日から、権利行使可能初日から
２年を経過した日まで

権利行使期間
平成18年６月24日から
平成26年６月23日まで

平成19年６月23日から
平成27年６月22日まで

 

 平成18年度ストックオプション

付与対象者の区分及び人数 当社及び関係会社の従業員 115名当社及び関係会社の従業員 11名

株式の種類別のストックオプション
の付与数　(注)１

普通株式 1,270,000株普通株式 340,000株

付与日 平成18年４月28日 平成18年７月18日

権利確定条件

上場がなされた日又は平成21年４月
28日のいずれか遅い日(以下「権利
行使可能初日」といいます。)、当該
権利行使可能初日から１年経過した
日の翌日、当該権利行使可能初日か
ら２年経過した日の翌日、及び当該
権利行使可能初日から３年経過した
日の翌日まで原則として従業員等の
地位にあることを要し、それぞれ保
有する新株予約権の４分の１ずつ権
利確定する。

同左

対象勤務期間
付与日から、権利行使可能初日から
３年を経過した日まで

同左

権利行使期間
平成21年４月28日から
平成28年４月27日まで

同左
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 平成19年度ストックオプション(1)平成19年度ストックオプション(2)

付与対象者の区分及び人数
当社及び関係会社の
取締役・従業員

124名当社の従業員 １名

株式の種類別のストックオプション
の付与数　(注)１

普通株式 4,250,000株普通株式 30,000株

付与日 平成19年７月27日 平成20年３月31日

権利確定条件

上場がなされた日又は平成21年７月
19日のいずれか遅い日(以下「権利
行使可能初日」といいます。)、当該
権利行使可能初日から１年経過した
日の翌日、及び当該権利行使可能初
日から２年経過した日の翌日まで原
則として従業員等の地位にあること
を要し、それぞれ保有する新株予約
権の３分の１ずつ権利確定する。

上場がなされた日又は平成22年３月
19日のいずれか遅い日(以下「権利
行使可能初日」といいます。)、当該
権利行使可能初日から１年経過した
日の翌日、及び当該権利行使可能初
日から２年経過した日の翌日まで原
則として従業員等の地位にあること
を要し、それぞれ保有する新株予約
権の３分の１ずつ権利確定する。

対象勤務期間
付与日から、権利行使可能初日から
２年を経過した日まで

同左

権利行使期間
平成21年７月19日から
平成29年７月18日まで

平成22年３月19日から
平成30年３月18日まで

 

 平成21年度ストックオプション(1)

付与対象者の区分及び人数
当社及び関係会社の
取締役・従業員

271名

株式の種類別のストックオプション
の付与数　(注)１

普通株式 19,724,100株

付与日 平成22年２月８日

権利確定条件

平成24年１月22日（以下「権利行使
可能初日」といいます。）、当該権利
行使可能初日から１年経過した日の
翌日、及び当該権利行使可能初日か
ら２年経過した日の翌日まで原則と
して従業員等の地位にあることを要
し、それぞれ保有する新株予約権の
２分の１、４分の１、４分の１ずつ権
利確定する。

対象勤務期間
付与日から、権利行使可能初日から２
年を経過した日まで

権利行使期間
平成24年１月22日から
平成32年１月21日まで

(注) １ 株式数に換算して記載しております。なお当社は、平成18年11月６日付けで、普通株式１株を100株

とする株式分割を行っております。また、ストックオプションの数は株式分割後の株式数に換算し

て記載しております。

EDINET提出書類

日興アセットマネジメント株式会社(E12430)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

62/89



(2) ストックオプション(新株予約権)の規模及びその変動状況

①　ストックオプション（新株予約権）の数

 平成16年度ストックオプション(1)平成16年度ストックオプション(2)

付与日 平成16年８月31日 平成16年８月31日

権利確定前(株)   

期首 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

権利未確定残 － －

権利確定後(株)   

期首 6,000,000 6,000,000

権利確定 0 0

権利行使 6,000,000 6,000,000

失効 0 0

権利未行使残 0 0

 

 平成16年度ストックオプション(3) 平成17年度ストックオプション

付与日
平成17年１月11日、平成17年１月28日
平成17年５月24日、平成17年６月22日

平成18年２月14日

権利確定前(株)   

期首 5,330,000 2,840,000

付与 0 0

失効 5,330,000 2,840,000

権利確定 0 0

権利未確定残 0 0

権利確定後(株)   

期首 － －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

権利未行使残 － －
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 平成18年度ストックオプション

付与日 平成18年４月28日 平成18年７月18日

権利確定前(株)   

期首 1,020,000 300,000

付与 0 0

失効 1,020,000 300,000

権利確定 0 0

権利未確定残 0 0

権利確定後(株)   

期首 － －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

権利未行使残 － －

 

 平成19年度ストックオプション(1)平成19年度ストックオプション(2)

付与日 平成19年７月27日 平成20年３月31日

権利確定前(株)   

期首 3,610,000 30,000

付与 0 0

失効 3,610,000 30,000

権利確定 0 0

権利未確定残 0 0

権利確定後(株)   

期首 － －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

権利未行使残 － －
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 平成21年度ストックオプション(1)

付与日 平成22年２月８日

権利確定前(株)  

期首 0

付与 19,724,100

失効 165,000

権利確定 0

権利未確定残 19,559,100

権利確定後(株)  

期首 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

権利未行使残 －

(注) １ 株式数に換算して記載しております。なお当社は、平成18年11月６日付けで、普通株式１株を100株

とする株式分割を行っております。また、ストックオプションの数は株式分割後の株式数に換算し

て記載しております。

２ 平成16年度ストックオプション(1)及び平成16年度ストックオプション(2)は、平成21年10月１日に

住友信託銀行株式会社へ譲渡され、同日にて同社による行使が行われております。

３ 平成16年度ストックオプション(3)、平成17年度ストックオプション、平成18年度ストックオプショ

ン、平成19年ストックオプション(1)及び平成19年度ストックオプション(2)は、当事業年度中に消

却されております。
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②　単価情報

 平成16年度ストックオプション(1)平成16年度ストックオプション(2)

付与日 平成16年８月31日 平成16年８月31日

権利行使価格(円)　 (注)１ 15,823(分割後159) 同左

付与日における公正な評価単価
(円)　 (注)２

－ －

 

 平成16年度ストックオプション(3) 平成17年度ストックオプション

付与日
平成17年１月11日、平成17年１月28日
平成17年５月24日、平成17年６月22日

平成18年２月14日

権利行使価格(円)　 (注)１ 15,823(分割後159) 17,666(分割後177)

付与日における公正な評価単価
(円)　 (注)２

－ －

 

 平成18年度ストックオプション

付与日 平成18年４月28日 平成18年７月18日

権利行使価格(円)　 (注)１ 19,981(分割後200) 同左

付与日における公正な評価単価
(円)　 (注)２、３

－ 0

 

 平成19年度ストックオプション(1)平成19年度ストックオプション(2)

付与日 平成19年７月27日 平成20年３月31日

権利行使価格(円) 450 同左

付与日における公正な評価単価
(円)　 (注)３

0 0

 

 平成21年度ストックオプション(1)

付与日 平成22年２月８日

権利行使価格(円) 625

付与日における公正な評価単価
(円)　 (注)４

0

(注) １ 当社は、平成18年11月６日付けで、普通株式１株を100株とする株式分割を行っております。

２ 平成16年度ストックオプション(1)(2)(3)、平成17年度ストックオプション及び平成18年度ストッ

クオプションのうち平成18年４月28日付与ストックオプションについては、会社法の施行日前に付

与されたストックオプションであるため、記載しておりません。

３ 平成18年度ストックオプションのうち平成18年７月18日付与ストックオプション、平成19年度ス

トックオプション(1)及び平成19年度ストックオプション(2)については、公正な評価単価に代え、

本源的価値（DCF法による評価額と行使価格との差額）の見積りによっております。

４ 平成21年度ストックオプション(1)については、公正な評価単価に代え、本源的価値（取引事例比準

法による評価額と行使価格との差額）の見積りによっております。

５ ストックオプションの単位当たりの本源的価値による算定を行った場合の本源的価値の合計額

当事業年度末における本源的価値の合計額　　　－ 百万円
 

EDINET提出書類

日興アセットマネジメント株式会社(E12430)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

66/89



（税効果会計関係）
第50期

(平成21年３月31日)
第51期

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (単位：百万円)

繰延税金資産(流動)  

賞与引当金繰入超過額 895

その他 182

 1,078

  

繰延税金資産(固定)  

投資有価証券等評価損 171

関係会社株式評価損 185

退職給付引当金超過額 249

子会社投資損失引当金 234

固定資産減価償却超過額 215

その他 162

 1,218

繰延税金資産合計 2,297

  

繰延税金負債(流動)  

事業税中間納付還付予定額 216

繰延税金負債合計 216

繰延税金資産の純額 2,080

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (単位：百万円)

繰延税金資産(流動)  

賞与引当金繰入超過額 1,309

その他 334

 1,644

  

繰延税金資産(固定)  

投資有価証券等評価損 79

関係会社株式評価損 185

退職給付引当金超過額 302

子会社投資損失引当金 234

固定資産減価償却超過額 249

その他 64

 1,115

繰延税金資産合計 2,759

  

繰延税金負債(流動)  

その他有価証券評価差額金 83

繰延税金負債合計 83

繰延税金資産の純額 2,676

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　　

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項

目
3.6％

外国税額控除の影響額等 △11.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.2％

  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　　

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項

目
△30.3％

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目
27.1％

海外子会社の留保利益の影響額等 △13.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.5％
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（関連当事者情報）

第50期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社

種類
会社等の
名称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の親会

社を持つ会

社

日 興 コ ー

ディアル証

券株式会社

東京都
千代田区

100,000証券業 なし

投資信託受

益証券の募

集販売

信託約款に定

める受益者に

対する収益分

配金及び償還

金の支払委託

に係る代行手

数料の支払

(注)１

13,541未払手数料 1,406

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、未払手数料の期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １ 信託約款に定める受益者の負担する信託報酬のうち委託者報酬分を、市場価格を勘案し両者協議の上配

分を合理的に決定しております。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

Citigroup Inc.(ニューヨーク証券取引所等に上場)

日興シティホールディングス株式会社

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当事業年度において、重要な関連会社は融通(ロントン)基金管理有限公司であり、その要約財務

情報は以下の通りであります。なお、下記数値は平成20年12月31日に終了した年度の財務諸表を当

日の直物為替相場で円貨に換算したものであります。

資産合計 6,747百万円

負債合計 1,977百万円

純資産合計 4,769百万円

 

営業収益 10,700百万円

税引前当期純利益 3,968百万円

当期純利益 3,255百万円
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第51期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 財務諸表提出会社の親会社

種類
会社等の
名称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

　　　　科目
期末残高
(百万円)

親会社
住友信託銀
行株式会社

大阪市
中央区

342,037
信託銀行
業

(被所有)
直接 98.59

ストック
オプショ
ン (新株
予約権)の
行使

ストック
オプショ
ン (新株
予約権)の
行使

1,908

　　　　　　　　　

　　　　　　－ －

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １ 平成21年10月１日、当社は、当社取締役から取得した新株予約権（権利行使価格：１株当たり159円）を

行使した住友信託銀行株式会社に対し12,000,000株の普通株式を発行しております。

２ 議決権等の被所有割合は、自己株式（85,000株）を控除して計算しております。
 

(イ) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社

種類
会社等の
名称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

同一の親会
社を持つ会
社

日 興 コ ー
ディアル証
券株式会社

東京都
千代田区

149,594証券業 なし

投資信託
受益証券
の募集販
売

信託約款に
定める受益
者に対する
収益分配金
及び償還金
の支払委託
に係る代行
手数料の支
払
(注)１  
(注)２

5,068

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １ 信託約款に定める受益者の負担する信託報酬のうち委託者報酬分を、市場価格を勘案し両者協議の上配

分を合理的に決定しております。

２ 平成21年10月１日に住友信託銀行株式会社が当社の親会社となり、日興コーディアル証券株式会社は当社

の関連当事者ではなくなりました。上記の金額は、平成21年４月１日から平成21年９月30日までの期間の

取引金額であります。また、資本金又は出資金の金額は、平成21年９月30日の資本金額を記載しておりま

す。

 

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

住友信託銀行株式会社（東京証券取引所等に上場）
 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当事業年度において、重要な関連会社は融通(ロントン)基金管理有限公司であり、その要約財務

情報は以下のとおりであります。なお、下記数値は平成21年12月31日に終了した年度の財務諸表を

当日の直物為替相場で円貨に換算したものであります。

資産合計 10,090百万円

負債合計 1,626百万円

純資産合計 8,464百万円

 

営業収益 10,606百万円

税引前当期純利益 4,405百万円

当期純利益 3,482百万円
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（１株当たり情報）

第50期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第51期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 222円93銭１株当たり純資産額 210円58銭

１株当たり当期純利益 ９円16銭１株当たり当期純損失 ３円64銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、新株予約権の残高はありますが、当社株式が非上場
であるため、期中平均株価が把握できませんので、希薄
化効果を算定できないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、当事業年度は１株当たり当期純損失であるため、記
載しておりません。

 

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
第50期

(平成21年３月31日)
第51期

(平成22年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 41,246 41,470

普通株式に係る純資産額（百万円） 41,246 41,470

差額の主な内訳（百万円）   

新株予約権 － －

普通株式の発行済株式数（千株） 185,013 197,013

普通株式の自己株式数（千株） － 85

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（千株）

185,013 196,928

 

２　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

項目
第50期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第51期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）
（百万円）

1,693 △696

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
（百万円）

1,693 △696

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 184,790 190,975

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

平成16年度ストックオプ
ション(1) 6,000,000株、
平成16年度ストックオプ
ション(2) 6,000,000株、
平成16年度ストックオプ
ション(3) 5,330,000株、
平成17年度ストックオプ
ション2,840,000株、平成
18年度ストックオプショ
ン1,320,000株、平成19年
度ストックオプション
（1）3,610,000株、平成
19年度ストックオプショ
ン（2）30,000株。

平成21年度ストックオプ
ション(1) 19,559,100株
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（重要な後発事象）

第50期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第51期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１ 投資有価証券の繰上償還

当社が投資有価証券として保有しているグローバル

コレクション（隔月分配型）（121百万円　当事業年

度末現在）が平成21年５月14日に繰上償還されるこ

とを、平成21年５月11日に金融庁に届出ております。

 

－
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１.　　当社の中間財務諸表は、改正後の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号、以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条及び第

57条に基づき、改正後の「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年内閣府令第52号)に

基づいて作成しております。

 

２.　  金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第52期中間会計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年９月30日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人により中間監査を受けて

おります。
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中間財務諸表等

（１）中間貸借対照表

（単位：百万円）

 
第52期中間会計期間末
（平成22年９月30日現在）

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 27,119

未収委託者報酬 5,665

未収収益 839

繰延税金資産 1,304

その他 ※２                727

流動資産合計 35,656

固定資産  

有形固定資産 ※１                285

無形固定資産 50

投資その他の資産  

投資有価証券 7,294

関係会社株式 8,659

長期差入保証金 973

繰延税金資産 1,126

その他 60

子会社投資損失引当金 △ 576

投資その他の資産合計 17,537

固定資産合計 17,873

資産合計 53,530
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（単位：百万円）

　
第52期中間会計期間末
（平成22年９月30日現在）

負債の部  

流動負債  

未払金 3,313

未払費用 3,370

未払法人税等 402

未払消費税等 168

賞与引当金 955

特別賞与引当金 1,204

役員賞与引当金 110

役員特別賞与引当金 106

その他 151

流動負債合計 9,782

固定負債  

退職給付引当金 804

その他 102

固定負債合計 906

負債合計 10,689

純資産の部  

株主資本  

資本金 17,363

資本剰余金  

資本準備金 5,220

その他資本剰余金 4

資本剰余金合計 5,225

利益剰余金  

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金 20,228

利益剰余金合計 20,228

自己株式 △ 53

株主資本合計 42,763

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 78

評価・換算差額等合計 78

純資産合計 42,841

負債純資産合計 53,530
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（２）中間損益計算書

（単位：百万円）

　
第52期中間会計期間

（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

営業収益  

委託者報酬 25,088

その他営業収益 1,394

営業収益合計 26,483

営業費用及び一般管理費 ※１             25,076

営業利益 1,406

営業外収益  ※２              1,085

営業外費用　　　 ※３　 　 　　　　　114

経常利益 2,377

特別利益   ※４　　   　　　　　49

特別損失 ※５　　　 　　　　　58

税引前中間純利益 2,367

法人税、住民税及び事業税 373

法人税等調整額　 275

中間純利益 1,719
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（３）中間株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

 
第52期中間会計期間

（自　平成22年４月１日
  至　平成22年９月30日)

株主資本  

資本金  

前期末残高 17,363 

当中間期末残高    　　17,363 

資本剰余金  

資本準備金  

前期末残高 5,220 

当中間期末残高    　　 5,220 

その他資本剰余金  

前期末残高 4 

当中間期末残高      　　　 4 

資本剰余金合計  

前期末残高 5,225 

当中間期末残高       　5,225 

利益剰余金  

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金  

前期末残高 18,814 

当中間期変動額  

剰余金の配当 △305 

中間純利益 　　  　1,719 

当中間期変動額合計         1,414 

当中間期末残高      　20,228 

利益剰余金合計  

前期末残高 18,814 

当中間期変動額  

剰余金の配当 △305 

中間純利益 　　  　1,719 

当中間期変動額合計         1,414 

当中間期末残高      　20,228 

自己株式

前期末残高 △53

当中間期末残高          △53 

株主資本合計  

前期末残高 41,349

当中間期変動額  

剰余金の配当 △305 

中間純利益 　　　　1,719 

当中間期変動額合計       　1,414 

当中間期末残高    　　42,763

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  

前期末残高 121 

当中間期変動額  
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株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額）    　　　△43

当中間期変動額合計    　　　△43 

当中間期末残高     　 　　78 

評価・換算差額等合計  

前期末残高 121

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の当中間
期変動額（純額）

   　　　△43 

当中間期変動額合計    　　　△43 

当中間期末残高      　　　78 

純資産合計  

前期末残高 41,470 

当中間期変動額  

剰余金の配当 △305 

中間純利益 1,719 

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

　　　 　△43 

当中間期変動額合計 　　　　1,370 

当中間期末残高  　　　42,841 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
 

項目
第52期中間会計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年９月30日)

 
１　資産の評価基準及び評価方法
 

 
有価証券
① 子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法
 
② その他有価証券
時価のあるもの
中間決算末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は、総平均法により算定）

 
時価のないもの
総平均法による原価法

 
２　固定資産の減価償却の方法
 

 
(1) 有形固定資産

定率法により償却しております。
 
(2) 無形固定資産

定額法によっております。但し、ソフトウェア
（自社利用分）については、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

 
３　引当金の計上基準
 

 
(1) 賞与引当金

従業員に支給する賞与の支払に充てるため、支
払見込額に基づき当中間会計期間負担額を計上
しております。

 
(2) 役員賞与引当金

役員に支給する賞与の支払に充てるため、支払
見込額に基づき当中間会計期間負担額を計上し
ております。

 
(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき当中間会計期間末において発生している
と認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）で按分した額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理することとしております。

 
(4）子会社投資損失引当金

子会社株式の実質価額の低下による損失に備
えて、純資産価額等を勘案して必要と認められる
額を計上しております。

 
(5) 特別賞与引当金

　　従業員に支給する特別賞与の支払に充てるた

め、支払見込額に基づき当中間会計期間負担額

を計上しております。
 
(6) 役員特別賞与引当金

　 役員に支給する特別賞与の支払に充てるため、
支払見込額に基づき当中間会計期間負担額を計
上しております。

 
４　その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項
 

 
消費税等の会計処理について
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっており、控除対象外消費税等は、当中間会計期
間の費用として処理しております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 
第52期中間会計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日)

 
「資産除去債務に関する会計基準」等の適用
当中間会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準

第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しておりま
す。 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ９百万円減少、税引前中間
純利益は68百万円減少しております。

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）
第52期中間会計期間末
(平成22年９月30日現在)

 
※1　有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　     1,477 百万円
 
※2　信託資産

その他流動資産のうち30百万円は、「直販顧客分別金信託契約」によ
り、野村信託銀行株式会社に信託しております。

 
※3　保証債務

当社は、Nikko Asset Management Europe Limited がロンドン　ウォー
ル　リミテッド　パートナーシップに支払うオフィス賃借料等の債務15百
万円に対して保証を行っております。また当社は、Nikko Asset
Management Americas, Inc. がマディソン タワー アソシエイツ リミ
テッド パートナーシップに支払うオフィス賃借料等の債務198百万円に
対して保証を行っております。

 

（中間損益計算書関係）
第52期中間会計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日)

 
※1　減価償却実施額

有形固定資産　　　                  72 百万円

無形固定資産                        12 百万円

 
※2　営業外収益のうち主要なもの

受取利息　　　　　                   1 百万円

受取配当金                       1,069 百万円

為替差益　　　　　　　　　　　      11 百万円

 
※3　営業外費用のうち主要なもの

支払利息　　　  　　                 5 百万円

支払源泉所得税                     106 百万円　　

 
※4　特別利益のうち主要なもの　

投資有価証券売却益                  49 百万円

 
※5　特別損失のうち主要なもの

過年度敷金償却費用　　　            58 百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

第52期中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

 

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
　増加株式数（株）

当中間会計期間
　減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数(株)

普通株式 197,012,500 － －　 197,012,500　

 

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
 増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

普通株式 85,000 － － 85,000

 

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当中間会計
期間末残高(
百万円)前事業年度末 当中間会計期

間増加
当中間会計期
間減少

当中間会計期間
末

平成21年度ストックオプション

(1)
普通株式 19,559,110 － 151,81019,407,300－

平成21年度ストックオプション

(2) 
普通株式 － 1,702,800 － 1,702,800 －

平成22年度ストックオプション

(1)
普通株式 － 2,310,000 － 2,310,000 －

　　　　　　　　　　　合計 19,559,1104,012,800151,810  　 23,420,100－

（注）１　平成21年度ストックオプション(1)の減少は、新株予約権の消滅によるものであります。

２　平成21年度ストックオプション(2)及び平成22年度ストックオプション(1)の増加は、新株予約権の発行によるもので

あります。

３　平成21年度ストックオプション(1)、平成21年度ストックオプション(2)及び平成22年度ストックオプション(1)は、権

利行使期間の初日が到来しておりません。

 

４　配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月20日
取締役会

普通株式
 
305
　

　 1.55　 平成22年３月31日 平成22年６月23日

 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるも

の

 

該当事項はありません。
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（リース取引関係）
第52期中間会計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日)

1　オペレーティング・リース取引

解約不能のものに係る未経過リース料

１年内　　　　　　　　  　822 百万円

１年超　　　　　  　　  2,597 百万円

合計　　　 　  　  　  3,420 百万円

 

 

（金融商品関係）

第52期中間会計期間末（平成22年９月30日現在）

 

１　 金融商品の時価等に関する事項

平成22年９月30日（当中間決算日）における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません

（（注）２を参照ください。）。

 

 
中間貸借対照表

計上額(※)(百万円）

時価(※)

(百万円）

差額

(百万円）

(1）現金及び預金 27,119 27,119 －

(2) 未収委託者報酬 5,665 5,665 －

(3) 未収収益 839 839 －

(4) 投資有価証券    

  その他有価証券 7,146 7,146 －

(5) 関係会社株式    

  子会社株式 1,404 1,619 215

(6) 未払金 (3,313) (3,313) －

(7) 未払費用 (3,370) (3,370) －

(※)負債に計上されているものについては、(  )で示しております。

 

(注) １　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 未収委託者報酬並びに(3) 未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4) 投資有価証券及び(5) 関係会社株式

これらの時価について、投資信託は基準価額によっております。

(6) 未払金及び(7) 未払費用

これらはほとんど短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 

２　非上場株式等（中間貸借対照表計上額147百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、「(4)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

３　子会社株式（中間貸借対照表計上額4,362百万円）及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額2,892百万円）は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(5)関係会社株式」には含めておりません。
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（有価証券関係）

第52期中間会計期間末(平成22年９月30日現在)

 

１　子会社株式及び関連会社株式

 
中間貸借対照表計上額

(百万円）

時　価

(百万円）

差　額

(百万円）

子会社株式 1,404 1,619 215

合　計 1,404 1,619 215

(注) 子会社株式（中間貸借対照表計上額4,362百万円）及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額2,892百万円）は、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社株式及び関連会社株式」には含めており

ません。

 

２　その他有価証券

 種　　類 中間貸借対照表計上額

(百万円）

取　得　原　価

(百万円）

差　　額

(百万円）

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

株　　　式

そ　の　他

           22

     5,936

            7

        5,761

          14

         175

小　計         5,959         5,769        　189

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

そ　の　他           1,187         1,245 　 △   58

小　計           1,187         1,245 　 △   58

合　計        7,146        7,014          131

（注）１　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。当中間会計期間については、該当ございません。

２　非上場株式等（中間貸借対照表計上額　147百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

（持分法損益等）
第52期中間会計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日)

関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等    （単位：百万円）

     

(1) 関連会社に対する投資の金額　　　　　　　       　2,892

(2) 持分法を適用した場合の投資の金額       　        4,157    

(3) 持分法を適用した場合の投資利益の金額           　  511      

 

（ストックオプション等関係）

第52期中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

 

当中間会計期間において、ストックオプションを付与しておりますが、当該ストックオプションの付

与による影響が当社の財政状態、経営成績等にとって重要でないと認められるため注記を省略してお

ります。
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（セグメント情報等）

第52期中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

 

１　セグメント情報

　　当社はアセットマネジメント業の単一セグメントであるため、記載しておりません。

 

２　関連情報

　(1) 製品及びサービスごとの情報

　　　当社の製品及びサービスはアセットマネジメント業として単一であるため、記載しておりません。

 

　(2) 地域ごとの情報

　　　①　営業収益

　　　　　国内の外部顧客への営業収益に分類した額が営業収益の90％超であるため、記載を省略しておりま

す。

　　　

　　　②　有形固定資産

　　　　　国内に所在している有形固定資産の額が有形固定資産の額の90％超であるため、記載を省略してお

ります。

 

　(3) 主要な顧客ごとの情報

　　　営業収益の10％以上を占める単一の外部顧客が無いため、記載しておりません。
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（１株当たり情報）
第52期中間会計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日)

 
 
１株当たり純資産額     217円54銭

１株当たり中間純利益     8円73銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社

株式が非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので、希薄化効果を算定できないため

記載しておりません。

 

 

（注）算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
第52期中間会計期間末
(平成22年９月30日現在)

中間貸借対照表の純資産の部の合計額
（百万円）

42,841

普通株式に係る純資産額（百万円） 42,841

差額の主な内訳（百万円）  

新株予約権 －

普通株式の発行済株式数（千株） 197,013

普通株式の自己株式数（千株） 85

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

196,928

 

２　１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎

項目
第52期中間会計期間

(自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日)

中間純利益（百万円） 1,719

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る中間純利益（百万円） 1,719

普通株式の期中平均株式数（千株） 196,928

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり中間純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

平成21年度ストックオプション(1) 19,407,300株
平成21年度ストックオプション(2)  1,702,800株
平成22年度ストックオプション(1)  2,310,000株

 

（重要な後発事象）

第52期中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

 

該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書

平成２１年１１月１８日

 

日興アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　　御　中

あ　ら　た　監　査　法　人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　佐々木　貴 司

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　和  田    渉

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げら

れている日興ＢＲＩＣｓ株式ファンドの平成２１年４月１６日から平成２１年１０月１５日までの中間計算期間の中間財務

諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を

適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

日興ＢＲＩＣｓ株式ファンドの平成２１年１０月１５日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平

成２１年４月１６日から平成２１年１０月１５日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

日興アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成22年12月１日
日興アセットマネジメント株式会社
取　締　役　会　　御　中

あ　ら　た　監　査　法　人

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　佐々木　貴 司

  
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　和　田　　 渉

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げられ

ている日興ＢＲＩＣｓ株式ファンドの平成22年４月16日から平成22年10月15日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表に

は全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日興

ＢＲＩＣｓ株式ファンドの平成22年10月15日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成22年４月16

日から平成22年10月15日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 
日興アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

 
以　　上

 

 

　（注）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

次へ
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成21年６月19日

 

日興アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　　御　中

あ　ら　た　監　査　法　人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　柴　　　毅

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　辻　村　和　之

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げ

られている日興アセットマネジメント株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第50期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表

の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日興アセット

マネジメント株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成22年６月18日

 

日興アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　　御　中

あ　ら　た　監　査　法　人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　佐 々 木　貴  司

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　辻 　村　 和　之

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げ

られている日興アセットマネジメント株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第51期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表

の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日興アセット

マネジメント株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成22年11月24日

日興アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　　御　中

あ　ら　た　監　査　法　人

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　佐々木　貴 司

  

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　辻　村　和　之

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げられ

ている日興アセットマネジメント株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第52期事業年度の中間会計期間

（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表に

は全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日

興アセットマネジメント株式会社の平成22年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成22年４月

１日から平成22年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（注）上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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